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はしがき

国際間の労働力移動は特殊今日的現象ではなく，すでに長い歴史を持つものとし

て存在している。労働力の移動は，いわゆる出稼ぎという形で比較的短期的行為と

して行われる場合もあれば、移民という形で遂行されるケースもある。また，その

発生形態についても戦時下の労働力調達のために半ば強制的に行われるものもあれ

ば，就労・稼得の機会を求めての自発的稼動、と様々である。

近年わが国においては，東南アジア地域を中心とする諸国からの就労目的の人口

流入が顕著な増加を見せている□とはいえ，その絶対数においては，高度成長期に

西ドイツが実施したトルコ，ユーゴスラビア等からの労働力の吸引，さらには，農

業労働力を中心とするメキシュカリブ諸国からアメリカ合衆国への稼動等と比較

するとなお低位にとどまっているのは事実である。

このような労働力の移動は，受入国の労働市場のみならず，長期的には，その社

会生活そのものに対しても色々な作用を及ぼすことになる。国際的な労働力の移動

については，一般に統計も不備であるケースが多く，また問題の性格上，調査によ

る実態把握も極めて困難である。

本書では，労働力の国際移動の実態把握並びにそれが内包する問題を中心として

特集を企画した。本書が，これらの問題に関していくらかでも寄与することができ

れば幸いである。

1988年12月

法政大学日本統計研究所
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新しい局面をむかえたわが国の外国人労働者問題

森廣正

はじめに

1987年来，わが国におけるいわゆる「外国人労働者問題」が，さまざまな領域から問題視

されてきている。その背景には，わが国は戦後一貫して国内での外国人の就労を原則として

認めていないにもかかわらず，一方では，「不法就労者」と呼ばれるアジア系外国人の増加、

とくに1983年以降のフィリピン，パキスタン，バングラディシュなどからの男性不法就労者

の急激な増加やいわゆる「じゃぱゆきさん」と呼ばれる女性不法就労者問題にともなう多く

の社会問題の発生，他方では，とくに80年代以降増加傾向にある大企業における欧米系外国

人を主体とする外国人労働者の雇用問題がある。「正規」であれ，「非合法」であれ，これ

ら外国人労働者の急激な増加は，わが国における外国人就労問題を「社会問題」から「労働

問題」へと転化させたと言うことができる。

いうまでもなく，労働力の国際的移動現象は資本主義生産の発生とともに存在し，わが国

もその例外ではない。しかしながら，この問題を他の先進資本主義諸国と較べた時，わが国

はきわめて特異な状況のもとに推移してきたと言えるであろう。その原因はロ日本主義の成

立，発展過程における歴史的，地理的条件およびその特殊な経過などに求めることができる。

だがこの点は，本稿の課題ではないので，ここでは触れられない｡（１）

ところで，欧米，とくに西ドイツやフランスにおける外国人労働者問題については，数年

来わが国においても紹介されてきている。（２）その結果，いわゆる外国人労働者問題は，

「労働力」の移動ではなく，「人」の移動であること，したがってそれは，受け入れた国に

とっては，経済，政治，文化，教育などのあらゆる社会生活領域における問題を生み出さざ

るを得ないことが明らかとなっている。たとえば，外国人の就労は国内労働者の雇用，失業，

労働条件と密接な関係があり，自国労働者の賃金や労働条件を引き下げるだけでなく，失業

の新たな原因になるとも言われている。あるいは，彼らが都市の一定地域内に集中して居住

することが，いわゆる都市問題を複雑化させるとともに国内住民の差別や偏見の温床となる

とも言われる。さらに，彼らの就労と滞在の長期化、定住化は，家族の合流を生みだし，そ

れは家族構成員の就労問題、住宅問題の深刻化、第二世代、第三世代の教育問題などと結び

つかざるをえない。

近年，外国人労働者問題に直面し，政策の具体化を迫られているわが国にとって，こうし
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た欧米諸国の経験からの「教訓」として何を引き出すかという点は，当面する大きな課題で

ある。その際問われるのは，いかなる立場で，いかなる教訓を引き出しうるかどうかである。

ところで，ヨーロッパ，とくに西ドイツ，フランスのそれとわが国の現在の外国人労働者

問題とのあいだには根底的な相違があると思われる。すなわち，ヨーロッパの場合，外国人

労働者が急増したのは国内労働力不足問題が生じた1960年代であり，とくに西ドイツに明ら

かなように〆彼らはいわゆるローテーション政策のもとで積極的に導入された。だがわが国

の場合は，いわば「なしくずし的」外国人労働者問題の表面化による「やむを得ざる開国」，

「避けざるを得ない受け入れ」とも言うことができる。もちろん，「正規」であれ，「非合

法」であれ，彼らが国内に流入するには，それを必然化せしめる一定の国際的および国内的

要因があることは言うまでもない。だが，今日，われわれがわが国における外国人労働者の

あり方や具体的対応策を検討する際，それを広く今日の資本主義の世界史的発展過程の中で

とらえなければならないと思われる。言い換えれば，1960年代末以降の先進資本主義諸国の

資本活動のクローバルな展開（資本の国際化・多国籍企業の展開）とのかかわりにおいて，

その結果生み出された国際間経済格差による不可避的現象として考察する視点が必要となる。

このような国際的資本活動の展開を「外へむかっての国際化」とするならば，外国人労働者

問題は，わが国経済社会の唾|際化＝「内なる国際化」のあり方を問う問題であると言うこと

ができる。

以上の問題意識にもとづき，本稿の課題は、第一に，わが国における外国人労働者の現状，

その背景と問題点、第二に，そうした現実に対するさまざまな領域での動きを考察すること、

第三に，この問題に関して，われわれはヨーロッパおよびわが国の歴史的経験から何を「教

訓」として引きだしうるのか，そのことを前提として，わが国の「真の国際化」のために必

要とされる対策は何かをできる限り具体的に明らかにすることである。

1．現状と問題点一ふたつの流れをめぐって

わが国における外国人労働者問題は，歴史的には大きく三つの時期に区分してとらえるこ

とができる。第一期は，1868～1910年の明治時代であり，「資本主義化・近代化を促進する

ために，欧米諸国からの外国人労働者をいわゆる『お雇い外国人』として積極的に導入し

た」(3)ことを特徴とする,第二期は,1910～45年であり，わが国が朝鮮を植民地支配し，と

くに第二次大戦下では膨大な数の朝鮮人労働者を強制連行したことで特徴づけられる。第三

期は，戦後から今日に至るまでの時期であり，いわゆる『出入国管理令』のもとでの外国人

排斥あるいはきわめて限定された範囲内での就業を特徴とする。その結果わが国では、第二
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大戦後今日に至るまで，いわゆる外国人労働者問題は，ほとんど問題視されることはなかっ

たのである。(4)

だが，各国資本主義の歴史的経過からも明らかなように，資本・賃労働関係の国際化現象

のなかで，戦後日本資本主義もこの問題から切り離されて存立することは不可能であること，

その帰結が1980年代のわが国の現状にほかならない。いわばⅢ現在は第三期から第四期への

過渡期としてとらえることができる。以下，その具体的状況を考察することにしたい。

ところで，昨今の状況を別として，1970年代の初めに，わが国でもこのことが問題となっ

た。それは，高度経済成長の真っただなかで中卒・高卒の新規労働力が“金の卵，ともては

やされ，とくに若年低賃金労働力層の不足に悩まされていた時期であった。そうしたなかで，

韓国，シンガポールなどのアジア諸国から，若年女子労働力が国内の地方縫製工場に導入さ

れたり，研修生という名のもとで病院の看護労働力として導入されたりしたのである。(5)そ

して，そのような現実に合わせたかのように，当時のヨーロッパ（とくに西ドイツ，フラン

ス）における外国人労働者就労状況がマスコミで報道されたりもしたのである。(6)

だが，低賃金かつ劣悪な労働条件のもとに非合法に導入された外国人労働者をまえにして，

政府は『出入国管理令』に沿ってそれを認めない方針を明確にした。周知のとおり，１９７３

年の石油ショック以降，資本主義各国はいずれも長期不況にみまわれ，わが国もその例外で

はなかった。ヨーロッパでは，ＥＣ域内移動を別として，どの国も域外第三国からの外国人

労働者流入停止策をとるか，厳しい制限策のもとに今日に至っているのが現状である。(7)そ

の結果，７３年以降のヨーロッパの外国人労働者問題は，新しい局面を迎えていると言うこと

ができる。(8)

以上のような世界的趨勢にもかかわらず，８０年代以降，とくに近年わが国で外国人就労問

題が何故これほど問題視されるに至ったのであろうか。まずこの点から考察することにしよ

つ○

（１）欧米系を中心とする外国人労働者問題

1981年11月，西武流通グループは，大学新卒の外国人労働者の定期採用方針を明らかにし

た。労働省に提出された11職種15名の採用申請は，最終的には翌年９月，５つの職種に６名

の外国人を採用という結果に終った。企業側の申請が半数以下に抑えられたとはいえ，西武

流通グループの外国人労働者の定期採用，生涯雇用の方針が認められたことは，今日の問題

を考察するうえでいくつかの点で大きな意味をもっている。第一に，企業の「業務の国際

化」にともなう外国人労働力（主として欧米系）に対する国内需要が一般的となっているこ

とを明らかにした点である。以降，現行法を拡大解釈するかたちでの「正規」の，主として
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欧米系外国人を中心とするわが国企業への就労者は著しく増加した｡(o)第二に，西武の募集

に応募した外国人の数は，２３カ国から合計151人の多数にのぼった。このことは，旧来は潜

在的存在でしかなかった国内労働市場に対する外国人労働力供給源の存在を浮上させること

になった。第三に，従来外国人労働者の国内での就労を厳しく制限してきた入国管理体制を

再検討させ，「制限緩和」，「在留資格見直し」の契機となったという点である。

わが国の外国人労働者問題の一方の極であるこれら欧米系外国人は，すでに電機，機械，

鉄鋼，金融・保険，デパート，建設，総合商社など多くの民間企業で就労している。しかも，

彼らの主な就職先は，一般に大企業といわれる企業規模の会社に集中している。そしてこ

れらの外国人の採用と現行法制とのギャプを埋めるために設立されたのが「入管協会」であ

る。（'ｏ）

他方．これら主として欧米系外国人労働者の雇用実態を知り今後の雇用のあり方を検討

するためのいくつかの調査が昨年来実施されてきている。その主なものとして，大阪商工会

議所『外国人雇用実態調査」，経済企画庁「我が国における外国人雇用と国民生活」東京

商工会議所『外国人の受け入れに関する調査』，労務行政研究所『進む外国人雇用―その活

用事例をみる（外国人雇用企業20社の個別事例）」などを掲げることができる。(１１）以下で

は，経済企画庁の調査を参考にしながら，これらの外国人労働者の動向をみることにしよ

う。

企画庁調査によれば，回答企業321社のうち現在外国人を雇っている企業数は161社，そ

こで雇用されている外国人労働者数は1,075人である。これら外国人のうち，資本金’億円

以上50億円未満の企業に25.5％，５０億円以上の企業に28.0％が就労している。同じような傾

向は，従業員規模別分布状況にも現われている。すなわち，従業員300人以上1,000人未満

の企業に18.0％，１，０００人以上の企業に36.6％が就労している。これらの数値から明らかな

ように，合法的に民間企業に就職している外国人労働者は，いわゆる大企業に集中する傾向

が一般的である。また，性別構成では，男性が70.4％，年齢構成では，２０代後半から30代前

半が41.2％を占め，国籍ではアメリカが44.6％と多く，第二位の中国・台湾の14.5％と大き

な開きがある。また，国籍別構成を全体的にみると，アメリカ，イギリス，カナダ，オース

トリア，フランス，スペイン，西ドイツなどの欧米系外国人が61.8％を占めているのに対し，

中国・台湾Ⅲ韓国，フィリピン，香港などのアジア系外国人は20.5％でしかない。雇用開始

時期をみると，昭和55～59年が27.3％，６０年以降が26.7％であり，1980年代以降に外国人労

働者採用に踏み切った企業が過半数を占めている。雇用形態および雇用契約期間によれば，

正社員は約20％と相対的に少なく，契約・臨時・嘱託社員が57.2％，またアルバイトは10.8

％となっている。この傾向は，雇用期間においても示されており，期間の定めなしが21.2％，
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一定期間の契約で契約更新のあるものが67.0％；更新のないものが８．０％である。だが，一

定期間の契約で圧倒的に多いのは１年（75.3％）であり，以下２年(4.6％)，５年(3.2％）の

順である。受け入れ職種をみると，語学教師（53.7％),専門技術者(9.2％),海外関係業務

(7.8％）が多く，受け入れ部門では，教育・研修（55.0％),生産（14.8％),営業（10.0％）

が多い。雇用動機については，「日本人では充たされない技術・技能が必要」（41.6％)，

「外国取引先との交渉要員として」（29.8％)，「海外進出に備えて」（18.0％）にみられる

ように，企業活動の国際化と結びついていることが解る。外国人労働者の待遇については，

給与水準で日本人以上に優遇している企業が34.1％，住宅・休暇・労働時間などの面で「特

別な扱い」をしている企業が31.1％となっている。また，彼らを雇用する企業の約７割が，

「企業の国際活動」にとってメリットがあると回答している。今後の外国人労働者雇用に関

しては，現在雇用している企業のうち「今後も採用したい意向をもつ企業」が62.7％と多く，

また雇用したことがない企業のうちの21.9％が，今後雇用したい意向を示している。

以上が，企画庁調査のうちの企業アンケート調査の主な内容であるが，そこからわれわれ

は，以下のような結論を導き出すことができるであろう。すなわち，一般の民間企業で就労

している合法的外国人労働者の多くは，大企業の男子労働者であり，また欧米系外国人で占

められていること，これら外国人労働者は，1980年代以降急速に増加してきたこと，一時的

な短期雇用が多いこと，日本人労働者よりも優遇される傾向が強いこと，職種の点でも，採

用動機や雇用上のメリットの点でも，彼らの就労は海外取引や海外進出などの企業活動の国

際化戦略の一環として位置づけられ、したがって今後も増加する傾向があること，などであ

る。

企画庁の調査が示す内容は，労務行政研究所の調査においてもほぼ同様である。総じて，

欧米系外国人を中心とするこれらの外国人労働者は，外国企業とわが国企業との意志疎通に

役立ち，国内労働者の国際感覚の育成に寄与するだけでなく，職場に活力を生み出すものと

して歓迎されている。それだけでなく，わが国企業の多国籍化海外進出活動の貴重な担い

手として期待されているといえるであろう。

以上を，今日のわが国外国人労働者問題の一方の極としておさえるならば，他方の極には，

アジア諸国から国内に流入する外国人労働者の急激な増加，いわゆる「不法就労」外国人労

働者問題がある。

（２）いわゆる「不法就労」外国人労働者問題

周知のように，わが国現行法のもとでは，就労を目的とする外国人の入国・滞在はきわめ

て制限されている。だが．前項で明らかなように，欧米系を中心とする外国人労働者の就労

０
日

Ｉ

５０



第１表不法就労外国人の国籍別・性別の推移

注．（）内は，男性を示し，内数である□

(出所）法務省入国管理局・外国人労働者入国問題研究会編集「外国人の就職・雇用Ｑ
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第２表資格外活動者及び資格外活動がらみ不法残留者の稼動内容
（昭和62年１月～12月）ｌ
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は，現行法を拡大解釈することによって「正規」の道が開けているが，いわゆる「単純労働

者」という概念で把握されている不熟練外国人労働者の国内での就労は閉ざされたままであ

り，彼らはしばしば「不法就労」として摘発され，故国への送還を強制されているのが現状

である。第一表および第二表は，「不法就労者」として摘発されたこれらの外国人労働者の

状況を示している。

これらの表から，さしあたり以下の点が明らかとなる。第一に，1987年の「不法就労外国

人」総数は１８２年に較べ約６倍に増加していること，それを男女別にみると，女性の場合は

４倍であるが，男性の場合は23倍に増えていることである。第二に，国籍別構成比をみると

フィリピンが圧倒的に多く（71％),以下タイ(9.5％),パキスタン(8％),中国(4.4％),バング

ラディシュ(3.9％）であり，とくに85年以降急増しているパキスタン，バングラディシュの

２カ国はともにほぼ全員が男性で占められている。また，これら５カ国だけで全体の96.8％

を占めており，したがって「不法就労外国人労働者問題」は，アジア人労働者問題というこ

とができる。第三に，「稼動内容」から明らかなように，女性は「ホステス｣，男性は，「土

木作業員」，「工員L「雑役」に集中している。］988年５月に実施された「外国人不法就

労者摘発特別月間｣('2）の結果によれば，東京入国管理局が摘発した人数は1,371人であり，

そのうちバングラディシュが698人，パキスタン466人，フィリピン148人と多く，これら

３カ国で全体の96％を占めていた。また，就労していた職種は，工員が745人（55％),土木

作業員が206人（15％）であった。摘発総数のうち男性が1,346人（98％）と圧倒的多数を

占めており，このことはこの取り締まりの対象が首都圏を中心に多数就労していると言われ

ている男性不法就労外国人労働者であったことを示している。同時に，ここで摘発された数，

とくにバングラディシュの698人は，それだけで昨年１年間の総数438人を大きくうわまわ

っており，「不法就労外国人」が，その後も急増していることを物語っている。

だが，ここに掲げられた「不法就労外国人」の数値は永山の一角でしかない。法務省によ

れば，昭和62年12月末現在の不法残留外国人総数は約５万人('3)と推計されている。だが，

本誌．森博美氏の論稿「出入国管理統計による『不法』残留外国人数の推計」によればその

数はほぼ１０万人に達することが明らかにされている。現行法を拡大解釈することによって

「合法的」に就労している欧米系外国人の状況は把握されているにもかかわらず，数のうえ

でも多数を占めているこれらアジア系外国人労働者は，「非合法・不法」であるが故に，行

政サイドからの調査もほとんど実施されず悲惨な状態のまま放置されているのが現状である。

行政サイドの調査としては，本年３月に労働省が６都府県を対象に実施した調査「外国人

労働者の就労の実態等について」がある。だがそれは,不法就労外国人が働いていそうな150

事業所について行なわれた調査であり，「不法就労外国人労働者」の実態を明らかにするも
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のにはほど遠い｡(１１）あるいは，毎日新聞社は，1988年２月に「日本で働く外国人労働者の

実態についての全国調査」を行なったとして，その結果を報道している。('5）これらの調査

は，いずれもヤミに包まれた「不法就労」の実態解明にとって不十分であるとしても，前に

掲げた法務省のふたつの表を具体的に補足しているという点で意義がある。たとえば，前者

の調査結果によれば，調査対象事業所の約３分の1の43事業所に154人の「不法就労外国人」

が働いていたこと，就労先事業所の主なものは，金属製品製造業，建設業，電機機械器具製

造業，食料品製造業，自動車修理業，製本業，鉄スクラップ卸売業などであること，就労外

国人の国籍はフィリピンが一番多く５６人，以下バングラディシュ36人，パキスタン31人，ビ

ルマ23人，スリランカ５人などであることが明らかになっている。また後者の調査によれば，

北海道から沖縄まで，全国で男女を問わず外国人労働者が働いていることが明らかになる。

また最近の新聞報道等によれば，「不法就労」と呼ばれる多くのアジア系外国人労働者は，

建設・土木現場、クリーニング店，日本そば屋，魚河岸，酒屋，洗車場，ガソリンスタンド，

電気店，農家などで就労していることが解る。

不十分とはいえ，これらの調査結果や報道などから，「不法就労外国人労働者」について，

われわれは以下のような結論を導き出すことが可能となる。すなわち彼らのほぼすべてが，

事業内容からもまた資金力の面からも労働力を求めて海外へ進出することは不可能な中小零

細企業で働いていること，またその多くが肉体労働，戸外労働，不熟練労働に従事している

ことである。

だが，今日の「不法就労外国人労働者問題」は，以上で尽きるものではない。７万人とも

１０万人とも言われる多くの潜在的外国人労働者の悲惨な労働・生活状態は，しばしばわが国

の労働問題・社会問題として表面化している。たとえば，雇用主による賃金不払い，悪質な

ブローカーによる中間搾取，言葉の問題などから生ずる労働災害の多発，そしてこうした事

態に当面しても「不法就労」であるが故に,彼らにはほとんど救済の道は閉ざさている。(１６）

特に女性労働者に対する売春の強要，パスポートを取りあげたうえでの事実上の監禁生活な

どは，周知の事実であるにもかかわらず，「不法就労」であるが故にほとんど適切な措置が

講じられないのが現実である。これらの外国人労働者の無権利状態，暗黒状態は，餓死，急

死，行き倒れ，事故死，行方不明という最悪の事態をも引き起している。

以上が，他方の極としてのアジア諸国からの外国人労働者の現状である。では何故，わが

国でとくに1980年代以降外国人労働者が増加したのかが問われなければならない。だがその

まえに，これまで考察してきたふたつの現象の共通点と相違点を明らかにする必要があると

思われる。

９



（３）共通点と相違点

これまで考察してきた外国人労働者のふたつの流れは，多くの違いがあるにもかかわらず

いくつかの点では共通している。その第一は，それらはいづれも1980年代，とくに83年以降

急速に増加してきていることである。わが国の輸出攻勢を契機とするアメリカおよびＥＣ諸

国との貿易摩擦の激化は，好むと好まざるとにかかわらずわが国企業のこれら諸国での現地

牛産を強要するものであった。他方，円高の急速な進行はわが国企業のアジア諸国への進出

を促進するとともに，国内賃金の相対的上昇は諸外国との経済格差，賃金格差('7)をますま

す拡大することとなった。したがって，わが国の外国人労働者問題は，こうした1980年代以

降の日本経済の国際化による不可避的現象として理解されなければならない。第二は，「合

法的」であれ，「非合法」であれ，外国人労働者の企業への採用の多くは，縁故，本人の売

り込み，口コミを直接的な契機としていることである。このことは，「不法就労」外国人労

働者の場合には，「ヤミ労働市場」下でのブローカーの介入による中間搾取，犯罪，その他

の問題の温床とならざるをえない。第三に，一方は欧米外国人労働者に対する海外戦略上要

請されてくる大企業を中心とする需要であり，他方は，労働力不足にともなう企業の生き残

り策からくる「不法就労外国人労働力」に対する中小零細企業の需要であるとしても，とも

に「わが国企業のニーズ」という点では何ら異なることはない。したがって，彼らは，現実

にも増加しているし，また将来的にも増加する可能性が強い。

だが，外国人労働者のふたつの流れは，以下の点で大きな違いを示している。たとえば，

欧米系外国人の場合は男性（70.4％）が多いが，アジア系外国人の場合，近年男性が著しく

増加したとはいえ女性の占める比率が62.1％と高い。その他国籍別構成の違い（あえて単純

化して言えば，欧米先進資本主義国とアジアの開発途上国),就業状況の違い（大企業の専門

職・技術職中心の高賃金熟練労働者と中小零細企業の低賃金不熟練労働者),就業者数の違い

（6000人と１０万人）は，これら外国人労働者の国外における供給圧力の大きな違いを示すと

ともに，国内的には，一方を「善」として「優遇」し，他方を「悪」として「冷遇」しかね

ない「社会的評価」を生みだし，とりわけ後者に対する差別や偏見・蔑視の社会的温床にな

りつつあると思われる。

これまでの考察で明らかなように，今日のわが国における外|茎1人労働者は，1980年代以降

の経済の国際化を背景として増加した。このことが国際的な相互依存体制のもとで，「モ

ノ」・「カネ」の自由化から「ヒト」の自由化は必然であり，「ヒト」の自由化（外国人労

働者の受け入れ）を拒否するのであれば，商品や資本の輸出入をも拒否しなければならない

といった論調を生み出している。〔'8）
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政府，業界，労働組合にしても，わが国が国際社会で孤立することなく諸外国との種々の

摩擦を回避してゆくためにもある程度の「ヒトの自由化」＝外国人労働者の受け入れ緩和は

必至であるという点ではほぼ一致していると思われる。その背景には，国内労働市場の「な

しくずし的」開放状態がある。すなわち，一方における現行法の拡大解釈による「正規」の

外国人労働者の場合には，採用許可基準が暖昧なため手続が複雑で時間がかかりすぎるとい

った問題を生じ，他方，現行法を回避したかたちでの「不法就労」外国人労働者の場合には，

国内にヤミ労働市場が形成され，ブローカーの介入やその他すでに明らかにした諸問題を生

みだしており，何らかの対応策が迫まられているという現実がある。

戦後日本社会が「人的鎖国状態」にあることは，諸外国と比較するまでもなく明らかであ

る。そうであるが故に，「ヒトの国際化」は「第三の開国」とも言われる。わが国における

外国人労働者・居住者問題を歴史的にみるならば，わが国はこの問題で大きな転換期にさし

かかっているといっても過言ではない。ここから，具体的な受け入れ範囲や制度・体制をめ

ぐって多くの見解が生じてくる。以下項を改めて，これらの点をみることにしよう。

2．受け入れ問題をめぐって

（１）法務省と労働省

はじめに行政側のこの問題に対する対応をみることにしよう。

法務省は，1988年３月に現在の外国人の在留資格を全面的に見直し，法改正作業に入るこ

とを発表した。４月に法改正の骨子案を発表した後，５月10日には法改正要綱案を発表して

いる。('9）その内容は，次の５点に要約することができるｄ第１は，在留資格の種類，範囲

を全般的に見直し，新たに８種類の在留資格を新設すること。なお，新設される在留資格と

は，「教師」（語学教師等)，「ソフト技能」（グラフィクデザイナー等)，「企業内転勤」

（日本企業の現地法人の専門職員等)，「法律事務」（外国法事務弁護士)，「福祉・医療」

（医師等)，「就学」，「定住者」（定住難民等)，「研究」である。第２は，就労を目的とす

るもの，就労目的以外のもの，制限のないものを明確にするための大分類を設けたこと。第

３に、入国審査手続の簡易，迅速化と審査基準の明確化を図ること。第４に，就労できる外

国人に就労証明書を交付することによって善意の雇用主が就労できない外国人を誤って雇用

しないようにすること，第５に，不法就労外国人対策として雇用主やブローカーに対して新

たな罰則を設けること。(2'１）法務省によれば，これによって有能な外国人労働者の受け入れ

は拡大し国内企業のニーズが満たされるとともに，不法就労外国人労働者問題に適切な対

応がとれることになる。だが，いわゆる「単純労働者」の受け入れについては，「関係各省

－１１－



庁の間で慎重に検討すべきである」(２１）というのが法務省の公式の見解である。

他方，労働省は，1987年12月に「外国人労働者問題研究会」を発足させ，３ヶ月間に計９

回の検討会議を経て88年３月末に『今後における外国人労働者受入れの方向』と題する研究

会報告を発表した。それによれば，受け入れの範囲については，専門性や一定の技術水準が

必要な分野や外国人ならではの分野では外国人労働者を積極的に受け入れるが，「単純労働

者については，………従来どおりの方針を維持していくことが適当である」(22）としてその

受け入れを明確に拒否している。他方，受け入れ体制についてみると，不法就労を防止する

ための制度的整備の必要性が強調され，無許可で雇入れた場合には罰則で対処すること，ま

た新たな制度として「雇用許可制度」の必要性を提起している。(2弧）

以上が，両省のこの問題に対する見解の要旨である。一見して明らかなように，ともに外

国人労働者に対する国内企業のニーズ(２１)と現体制のギャップを解消しなければならないと

いう点，また大量に存在し，しばしば社会問題化している「不法就労者」問題に何らかの対

策が必要であるという点で共通するものがある。また，いわゆる「単純労働者の受け入れ」

については，一方は「慎重に」とし，他方は明確に拒否しているとはいえ，ともに否定的・

消極的姿勢を貫いている点ではやはり共通していると言えるであろう。その背景には，これ

らの労働力を急増させるアジアの開発途卜国における労働力排出要因に対する認識があい

同時に受け入れた場合に彼らが国内労働市場に及ぼす影響，社会生活上の影響などに対する

危倶がある。(25）

以上が，現在の時点（1988年９月）で明らかにされている政府部内の外国人労働者受け入

れの方向である。だが，われわれはこれら両省の考え方に対していくつかの疑問を抱かざる

を得ない。まず第１に，それらは「その場しのぎの場当り的対応策」でしかないと思われる

点である。わが国の外国人労働者問題を1980年代以降の現象に限定するならば,いわゆる｢出

出稼ぎ的形態」を主体とし，したがってある意味ではまだ端初的現象と言うことができる。

このことが，短期的視野で問題を考察し，処理する傾向を強めていると思われる。周知のよ

うに，外国人労働者問題は，たんなる「労働力」の移動に留まらず，「人」の移動であって，

長期的にはあらゆる生活領域にかかわる問題へと波及せざるを得ない。言い換えれば，この

ことを前提としたうえで（これらの問題点を回避するのでなく）の受け入れの範囲や体制が

考えられるのでなければ，それは外国人労働者問題に対するありうべき対応策とみなすこと

はできない。歴史的かつ長期的視野を欠いたままでの安易な部分開放や部分閉鎖は，ともに

将来的には予期せぬ国際摩擦を引き起こす危険がある。第２は，わが国経済の国際化にとも

なう国内企業のニーズの増大を重要視していながら，海外進出企業（主として大企業）のニ

ーズを肯定し，他方，企業の死活問題にもつながる中小零細企業のニーズを切り捨てている
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点である。アジア諸国からの男性「不法就労」外国人増加の国内要因が，国内中小零細企業

の労働力不足にあることは明らかである。しかもこれらの企業は，資金力の面で海外に事業

所を移転して労働力不足を解消することができない企業であり，あるいは事業内容の本来的

性格から（たとえば，建設・土木・サービス業など）海外進出が不可能な企業である。した

がって，これらの企業にとって国内で労働力を充足できなければ，それは企業の死活問題と

なる。こうした企業の実態を十分に明らかにすることなく，それらは低賃金の衰退産業，限

界産業であると結論づけることには問題がある。第３に，「単純労働者」という概念のもと

にアジア諸国からの外国人労働者には窓口を閉ざしたまま，「不法就労」取り締まり強化の

方向をうちだしている点である。それは，取り組まれなければならない外国人労働者問題を

回避した外国人労働者政策と言わざるをえない｡(26）これらの外国人労働者が増加した原因

は，経済格差，円高による稼動メリット，中東不況，送り出し国の失業増加，ブローカーの

存在，国内企業のニーズの存在などであると指摘されている。(27)だが，こうした原因は,い

わゆる開発途上国の側に一方的に帰せられるものではなく，先進資本主義国による商品輸出

入，資本輸出，開発援助の結果でもある。したがって「窓口を閉ざして」おいて，現実に就

労し，わが国経済に貢献している外国人労働者の存在を「不法」という名のもとに放置し，

保護・救済策も講じることなく，「摘発と本国送還」に終始するならば，開発途上国との新

たな国際摩擦を引き起こさざるをえないと思われる｡また，結果としてのヤミ労働市場の存

続，「不法就労」であるために外国人労働者が享受せざるを得ない労働・生活条件の存続は，

わが国社会に，彼らに対する差別や偏見，社会問題の芽を温存することになる。それは，わ

が国社会の「内なる国際化」をますます歪めてゆくことになると思われる。第４に，「在留

資格」の拡大や「高度な専門知識・技術者」の受け入れ緩和は，開発途上国からの熟練労働

者の受け入れの肯定につながる。それは，不熟練労働者層は国内にマイナスの影響を及ぼす

からお断りだが，熟練労働者はわが国の経済・社会の発展に貢献するから受け入れると言う

ことである。このことは，開発溢卜国の経済発展に欠くことのできない熟練労働者層をわが

国の利益のために利用することによって，途上国の経済発展を阻害し，場合によってはいっ

そう崩壊させ，国内労働市場への不熟練労働者の供給圧力を強化することにならざるをえな

い。第５に，この問題で欧米の経験から何を「教訓」として学ぶべきかという点についてで

ある。すでに明らかなように外国人労働者問題は，わが国経済社会の国際化＝「内なる国際

化」のあり方と深くかかわっている〔28)のであり，問題の複雑性，困難性を回避し，場当り

的な対応策で糊塗するならば，新たな国際摩擦や混乱を引き起こしかねない。この点でⅢ欧

米の経験から一定の「教訓」を引き出すことは可能である。その際肝心な点は，ヨーロッパ

の経験のマイナス面を不可避的現象として固定的にとらえ，それを避けるためにという視点
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から「教訓」を引き出すべきでなく，それを乗り越える制度や体制づくりを考える視点から

「教訓」を引き出すべきである。

以上が，両省の外国人労働者受け入れ緩和の方向とそれに対して抱いたわれわれの基本的

な疑問点である。1988年４月以降，わが国の外国人労働者の現状や受け入れのあり方をめぐ

るさまざまな見解が明らかにされ，またその他意識調査や実態調査等の報告も行なわれてき

ている。(29）以下項を改めてロ「受け入れのあり方」に関連して，必要と思われるいくつか

の動きを紹介することにしたい。

（２）いくつかの動向から

わが国の外国人労働者問題は，いわゆる｢不法就労」外国人，換言すればアジア諸国から

の外国人労働者問題を除外して論ずることはできない。

東京商工会議所の1988年４月の「外国人の受け入れに関する調査｣ｍｏ）によれば，外国人

労働者受け入れ制限について「制限を緩和して受け入れを増やすべき」と答えている企業が

59.3％と約６割に達している。また，これらの企業が考えている職種についての緩和の内容

は,｢専門能力・熟練技術を要しない職種も認める」が40.6％を占めている。東京商工会議所

は,ヨーロッパへ独自の調査団を派遣し，その結果を踏まえて88年９月に「中間意見｣('１')を

発表している。それによると，「外国人の国内就労機会の拡大について」の項目では，(1)，

として，すでにみた両省の見解と同一の内容を述べた後，「(1)に準ずるレベルの労働者につ

いても，弾力的に就労を認めること」さらに「在日，来日外国人へのサービスを目的とする

就労についても，上記の範囲にかかわらず個別審査により認めること」と述べている。前文

において，「いわゆる単純労働者の受け入れについては………長期的かつ幅広い視点から継

続して検討を行う」としているものの，全体として受け入れ範囲の拡大、体制整備などで積

極的姿勢が示されていると思われる。

アジア諸国からの外国人労働者の現状についてのこれまでの考察を前提として，なお次の

ような現実のあることも無視できない。たとえば，労働省のさきの実態調査をみると，４３事

業所のうち国内労働者との賃金格差のあった事業所は８件であった。もちろん，「不法就労」

を肯定するものではないが，３分の２の企業で，これら外国人労働者が国内労働者と同じ条

件下で就労していた事実をどうみるかということである。わが国では，外国人の就労如何を

問わず，企業間賃金格差，労働時間その他の格差が存在することは，否定しえない現実であ

る。このことが，企業の存続をも左右する労働力不足現象を生み出しているのであって，と

りわけ，建設・土木業にみられるような就労状態を温存させているわが国の重層的な下請構

造こそが，「不法就労」問題の国内的背景として問い直されなければならないと思われる。
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今日われわれは，「不法就労」外国人労働者の悲惨な状況に新聞報道などをつうじてしば

しば接することができる。そうしたなかで，バングラディシュ人を雇い，その家族の結婚式

に招待されてバングラディシュを訪問したあるタイルエ事業主の話がある。彼は，そこで，

冷蔵庫，扇風機，洗濯機など中流以上の家庭にある電化製品がすべて日本製の旧型品であり，

かって日本の国内市場であふれていた製品がバングラディシュの家庭と市場にあふれ，人々

の欲望の対象となっている現実をみて次のように述べている。「日本ってのはこうやって豊

かになったんだってわかったの。むこうの人が困ってたら，なんとかすんのがあたりまえじ

ゃない。金だけ援助したってダメなんだよ。..……･」。〔32)われわれには，こうした日本国

内の業者が，賃金格差で差別したり，賃金不払い等を行うとは思われない。

総理府は，1988年の２月「外国人の入国と在留に関する世論調査｣(`'3)を実施した。以下，

調査概要をもとに，いくつかの項目についてみることにしたい。「不法就労」の賛否につい

ては，「良くない」が39.4％，「良くないがやむを得ない」が45.4％である。日本人が就き

たがらない職業への就労については，「外国人に押しつけるのはよくない」が27.6％である

のに対し，「本人が就きたがっている場合はどんどん就いてもらうのがよい」が34.7％，

「良くないことだがやむを得ない」が25.2％であり，後者を合わせて約６割の人がなんらか

の意味で外国人の就労に肯定的であることがわかる。「単純労働者」の受け入れについては，

「一定の条件や制限をつけて就職を認める」が5Ｌ９％と過半数を占めているのに対し，「就

職は認めない現在の方針を続ける」は24.2％である。優れた能力・技術者の入国については，

「就職を歓迎すべきだ」は53.3％であるが，「慎重に対応すべきだ」が36.6％となっている。

一般に外国人が国内で就職することについては，「認めるべきでない」は８．１％ときわめて

少ないが，「認めるべき」職業範囲との関連では，「必要ならば職業の区別なく」が35.1％，

「一定水準以上の知識・能力を持っている者」が26.1％，「外国人にしかできないような職

業に限って」が１９．７％である。調査概要には，もちろんこれらの項目についての性別，年齢

別，学歴別，職業別調査結果が示されているが，少くとも，外国人労働者の国内での就労を

肯定しようという意識状況が反映されていると言うことができる。とくに，「単純労働者」

の就職を「条件つき，制限つき」ではあるが認める人が，若い世代で多数派（20歳代の64.7

％，３０歳代の63.0％）であることは注目に値いする（図１，参照）。

地域社会の国際化がすすむなかで，東京、神奈川をはじめとして，国籍の制限条項を撤廃

して外国人を地方公務員に採用する動きは急速に拡大されつつある。『ﾙＩ）自治体の国際化政

策が問われている今日，あいついで出された報告書“5)には，今日の外国人労働者問題に対

する自治体側の積極的姿勢が示されている。
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図１単純労働者の入国

単純労働者の就職

は認めない現.hの

力針を続けるわからない

単純労働者であゐても一定
の条件や制限をつけて就職
を認める

該当者数
総数(Ｚ648人）

〔性〕

男（3,531人）

女（4,117人）

〔年齢〕

20～29歳（910人）

30～39歳(1,725人）

40～49歳(1,702人）

50-59歳(1,596人）

60～69歳(1,143人）

70歳以上（572人）
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(出所）総理府１１t論調査報告概要「外国人の

入国と在留に関する世論調盗」ｐ,２０

神奈川県の報告書では，「法律に反し単純労働に従事している出稼ぎ外国人労働者」を中

心に，彼らが急増した背景，地域における実態を明らかにし，「問題の検討」として，これ

らの外国人労働者の就労を否定的にとらえる見解を批判した後，結論として４つの提言をま

とめ，その理由を述べている。以下少し長くなるが，４つの提言をここに引用したい。（１）

「外国人労働者受け入れの見直しにあたっては，職種による制限を設けない『入管法』の改

正が望ましい」，（２）「外国人労働者の受け入れを段階的に緩和していく方向が望ましい」，

(3)「現在，事実上無権利状態に置かれている出稼ぎ外国人労働者に対して，人権擁護の見地

から対策を講じる必要がある」，（４）「出稼ぎ外国人労働者問題の根底には，同質社会を維持

することの是非が問われていることを認識する必要がある」。(36）

東京都の報告書の「第３章，外国人の就業の拡大と都政への影響」では，「単純労働力の

受け入れ」について以下のような指摘がなされている。この問題の焦点は，非人間的な就労

実態にあり，取締って強制送還をくり返しても問題は解決しないこと，また経済格差がある
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限り，流入阻止は不可能であるとして，これらの労働力の「秩序ある受け入れに進む体制の

整備が必要である。(３７）

本章の前半部分で紹介した法務・労働両省の外国人労働者受け入れ緩和の方向は，現時点

でみる限り，その他の動向を合わせて考える時，多くの問題点を含んでいるように思われる。

外国人労働者受け入れのあり方は，長期的にみれば，その国の国際化のあり方をも規定せざ

るを得ない。それは，外国人労働者は，「モノ」や「カネ」とは異質な「人」の移動である

ことに帰する。以下では，いくつかの欠くことのできない基本的視点を前提にしながら受け

入れのあり方についてわれわれの見解を提示することにしたい。

3．受け入れ体制のあり方

（１）基本的視点

本稿で明らかなように外国人労働者問題は，受け入れ国の政治”経済，社会生活などに多

くの影響を及ぼさざるを得ない。したがって受け入れのあり方を検討するには，この問題を

いくつかの基本的視点から再認識することが必i要となる。

第一に，対応策は歴史的視点にもとづく考察を前提にしたものでなければならないと思わ

れる。言うまでもなく，資本主義社会は，国民国家の形成，言い換えれば－国社会体制の形

成を前提とする商品輸出入（「モノの自由化」），資本輸出入（「カネの自由化」）ととも

に発展してきた。だが，1960年代後半以降，世界的規模で展開されてきた多国籍企業という

新たな形態は，国際間経済格差を拡大し，いわゆる「南北問題」を顕在化させるに至った。

このことは，いわゆる先進資本主義諸国をして，「国際化時代の到来」，「国際協調」，「国

際的相互依存体制」を必然的なものとした。それは，資本主義社会の発展の前提条件であっ

た一国社会体制（国境という枠ぐみ）を自らつき崩すかたちでしか将来の発展はありえない

ことを意味する。外国人労働者問題は，このような資本主義の世界史的発展過程から生みだ

された不可避的現象であるのだから，その受け入れによって複雑かつ困難な問題を抱え込ま

ざるを得ないとしても，回避しえない以上，最大限可能な適切な対応策がとられなければな

らない。

第二に，外国人労働者問題は「国際化」を前提にしなければならない。外国人労働者の否

定は，対外的にはさまざまな国際摩擦を，国内的には資本の国外流出にともなう産業の空洞

化を生み出さざるを得ない。他方，外国人労働者の受け入れは，「労働力」の国際的移動に

とどまらず，「人間としての存在それ自体に生まれながらにして備わっている基本的人権」

をもつ労働者の移動であり，同時にその家族の移動を伴わざるをえない。それは，国籍，人
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種，民族，言語，宗教，文化生活習'償などの異なる国々からの「人の移動」である。した

がって，受け入れのあり方如何によっては，新たな国際摩擦や国内的混乱が生ずる危険性が

ある。受け入れ国の「内なる国際化」のあり方を除外した対応策はあり得ない。

第三に，長期的，流動的視点のもとで歴史的経験（国内的および国際的）が生かされ，新

しい制度や体制が構想されなければならない。この点については，なおいくつかの補足的説

明が必要と思われる。ここで国内的経験としてわれわれの念頭にあるのは，言うまでもなく

定住外国人労働者・居住者の問題（とりわけ，在日韓国・朝鮮人問題）である。戦後40年以

上も経過した今日もなお多くの問題を放置してきたわが国の「閉鎖社会」状況，その存在を

圧殺してきたとも言いうるほどの就職，教育，生活，政治面での差別構造が，逆に外国人労

働者問題に直面し，対応策が迫られている今日の「混迷状況」を生み出しているとも思われ

る。一例を掲げると，スウェーデンは1976年，デンマークは1981年，オランダは1985年から，

まえの２ケ国は３年以上，オランダは５年以上滞在する外国人居住者には，地方自治体選挙

権が与えられる。だがわが国では，すでに数十年以上滞在している定住外国人居住者の－世

にも，この国で生まれ育った二世にも，地方自治体選挙権はない。この一例だけからも，わ

が国の「内なる国際化」がいかに遅れているかは明らかである。在日韓国・朝鮮人問題は，

じつは外国人労働者・居住者問題にほかならないことの認識が不可欠である。

国際的経験とは，欧米における外国人労働者問題である。とくに西ドイツにおける経験か

ら学ぶべき点は多いと思われる。西ドイツでもフランスでも外国人労働者の導入が多くの経

済的・社会的影響を生み出したことは事実であるが，そうした否定的側面を強調してこの問

題を回避することは，「ヨーロッパの経験からひきだされるべき教訓」とは思われない。西

ドイツが外国人労働者導入を開始したのは1950年代中頃からであるが，その後の状況，とり

わけ1973年以降，問題が表面化した背景には外国人労働者の導入を，国内労働力不足を解

消するための一時的・短期的な「労働力商品」の導入と理解したこと，そこには「人間」の

移動とみなす視点が欠落し，同時に長期的な視点も欠落していたことがある。したがって，

こうした経験からひきだされるべき「教訓」は，外国人労働者受け入れ制度や体制を考える

には，外国人労働者を短期的，出稼ぎ的，臨時的性格のものとする見方を捨て去らなければ

ならないという点である。もちろん，当面する諸問題，たとえば今日の「不法就労」外国人

労働者問題に対しては，最少限，基本的な人権を擁護し，保証する体制等は緊急の課題であ

る。

外国人労働者を導入すると「産業の高度化が遅れる」，「外国人だけが就業する低賃金の

特定部門が生ずる」，「不況期になると失業問題が表面化し，国内労働者の失業が増加す

る」等々の指摘は，外国人労働者を補助的なもの，短期的・臨時的性格のものとして理解す
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ることから生ずる。外国人労働者の存在と切り離しても，こうした事態は景気変動の過程で

起こりうるものであり，外国人労働者と国内労働者を全く同質とみなすならば，そうした問

題は，わが国の産業政策，雇用政策，労働時間短縮問題などの国内政策如何にかかわってい

ることが明らかとなる。

ヨーロッパではどの国も国内に少数民族の存在を前提としたうえで，あるべき「国際

化」の方向を模索しているのが現状である。たしかに多くの国がＥＣ域外第三国からの新た

な外国人労働者の流入を停止，または厳しく制限していることは事実であるが，同時にＥＣ

域内労働力の自由移動政策，「ヒトの自由化国際化」が進んでいることも事実である。

（２）受け入れのあり方について

国際化時代だからといって，ただちに国内労働市場の無制限かつ全面的な開放はありえな

い。これまでの考察から出てくる基本的方向は，主権国家としての枠組みを前提として，国

際経済の相互依存体制のもとで現実に生じ，また将来生じうる国際摩擦を回避し，同時に国

内諸条件を考慮したうえで，長期的・段階的に一定数の外国人労働者を一定の基準のもとに

迎え入れること，そのための受け入れ体制の整備であると思われる。それは，将来的には，

今日の「閉鎖社会」・「|司質社会」から少数民族の存在を前提としたありうべき多民族社会

への漸次的移行であると思われる。

ところで，現在早急に対策を迫られているのが，「不法就労」外国人労働者問題である。

人権無視の現状を明らかにし，必要な援助や予防措置が講じられるためには，労働・生活状

態の全面的な実態調査を実施し，悪質なブローカーが介入する入国ルートを送り出し国政府

の協力のもとに明らかにしなければならない。

以下，わが国における外国人労働者受け入れのあり方を検討する際に必要と思われるいく

つかの基本的留意点を指摘することにしたい。第一に，一定の人数枠を想定して段階的に受

け入れるには，国際的状況（たとえば，途上国援助強化による排出要因の解消見通しなど）

および国内諸条件を考慮した長期計画のもとで，個別・具体的な体制の整備が必要である。

第二に，「不法就労」を排除するためにも，政府間協議や協定にもとづく公的ルートの確立

が必要である。第三に，「ガストアルバイタール「季節労働者」，「国境労働者上「移動労

働者」，「移住労働者」，「移民労働者」などの諸概念が使用されるように，外国人労働者

には，短期的な出稼ぎ形態から長期的定住型に至るまでさまざまな就業形態（生活形態）が

ある。このことがこの問題に対する対策を複雑化させ，困難なものにしているとも言える。

受け入れ体制を整備するためには，これらの諸形態を画一的に区分してそれに応じた対策を

講するという愚を避けなければならない。換言すれば，長期滞在・定住外国人労働者・居住
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者の受け入れを前提とした体制づくりでなければならず，短期的・出稼ぎ外国人労働者対策

は，それを補完する特例措置とする必要がある。この点を前提にすれば，第四に，将来生ず

る危険性がある社会的・民族的差別や偏見を排除し，労働災害などの事故を予防し，就労・

転職・職業教育や訓練・教育全般における機会均等を保証するためにも，日常会話程度の日

本語教育の義務づけや日本語研修機会を保証することが不可欠てある。第五に，就労から滞

在，定住，帰化に至るまでの各段階に照応した市民的権利・政治的権利を保証するための法

的整備および差別禁止法の制定が必要となる。第六に，受け入れ体制を具体化し，それを実

施するための国家的・全国的規模での行政機構の整備が必要である。すなわち，中央レベル

では，関係省庁間の関連業務を統括する新たな専門機関の設置とそれにもとづく機構改革，

地方レベルでは，各地方自治体，その他の関連機関に外国人担当部局の設置が不可欠となる。

第七に，ＩＬＯ第97号「移民労働者に関する条約」（1949年）および第１43号「劣悪な条件

の下にある移住並びに移民労働者の機会及び待遇の均等の促進に関する条約」の早期批准を

実現するような体制づくり，条件整備が必要である。とくに，第143号条約が，第97号条約

および'958年の第111号「差別待遇（雇用および職業）条約」を補足するために決定された

条約であることの意味は大きいと思われる。．

おわりに

外国人労働者問題は，わが国の将来にわたっての国際化のあり方を問うものである。その

意味で，現在はひとつの歴史的転換期にあると言うこともできる。問題が広範にわたり，複

雑であるが故に，安易な対応策は避けられるべきであるが，他方，早急な対策を迫る多くの

課題が提起されていることも事実である。

1987年来，ぞ〈に「鎖国から開国まで」とも言われるように，この問題をめぐって多くの

論争が行なわれ，またさまざまな視角からの問題点の指摘や対応策のあり方も提起されてき

ている。本稿では，これらの点についてはほとんど触れることができなかった。また！受け

入れのあり方についても，基本的指摘の枠を超えることができていない。これらについては，

今後に残された課題として取り組んでいきたい。

ともあれ，本稿が，現在のわが国の外国人労働者問題を理解するための一助となればさい

わいである。

(注）

(1)この点については，拙著『現代資本主義と外国人労働者』（大月書店，1986年),とく

に「第四章，日本資本主義の特質と外国人就業問題」を参照されたい。
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（２）同上書巻末，参考文献参照。また欧米全体の状況については，『移民・外国人労働者

問題の現状と政策』（労働大臣官房国際労働課『海外労働‘情勢月報』1987年９．１０月

号）がある。〔これは，昭和63年版『海外労働白書』に再録されている〕。

（３）同上書，１９８ページ。

（４）その最も典型的事例であるべき在日韓国・朝鮮人問題は，あたかもわが国固有の「朝

鮮人問題」としてきわめて特殊な状況下におかれてきたことは周知のとおりである。だ

がこのことが，今日のわが国社会の国際化の遅れというきわめて不幸な現実を生みだし

たといっても過言でない。

（５）たとえば，「酷使に泣く韓国女性」（朝日新聞1972年10月７日付)，「海外労働力に

おんぶする企業一日本で研修する東南アの娘さん－」（同1972年１０月30日付)，

「研修の名で看護婦導入」（同，1974年７月1日付）など。

（６）たとえば「出かせぎナダレー驚異の成長支える－」（朝日新聞1972年７月15日

付)，「外国人はもう沢山（スイス）労働人口の25％にも」，「根深い英の人種差別一

インド人がストー」（同，1972年11月29日付)，「豊かなフランスの暗い陰（外国人移

住労働者）底辺支え，過酷な労働」（同1973年４月４日付)，「病めるフランクフルト

（西独）」（同，1973年６月27日付）など。

（７）たとえば，西ドイツは1973年11月以降，フランスは1974年９月以降ＥＣ域外諸国か

らの外国人労働者の流入を原則的に禁止した□

（８）西ドイツについては，拙著前掲書，とくに第３章第２節を参照されたい。

（９）「法務大臣が特に在留を認める者」という「在留資格」で一般の企業で働いている外

国人労働者数は，1984年には3,004人，８６年には6,242人である。

(１０）財団法人「入管協会」は，法務省の援助のもとに1987年６月29日に設立された。その

目的は，「外国人労働者の雇用促進をめぐる情報交換の場」を提供することであり，そ

の一環として月刊誌『国際人流』が発行されている。

(11）その他，日本在外企業協会『外国人知識労働者の雇用実態に関する調査報告書」があ

る。

(12）摘発は，５月１０～31日まで，東京，神奈川，千葉，埼玉，茨城の４都県で実施された。

(13）「昭和62年12月末現在の不法残留外国人数を計算すると，総数は約５万人に達し，違

反事件として顕在化した外国人（昭和62年の推定約13,000人）の３．５倍以上にのぼって

います。」（法務省入国管理局『外国人労働者問題への対応」一入管法の改正を通し

て－８ページ）。なお，米澤慶治氏（法務大臣官房審議官）によれば，本年７月段階

での推計値は，７万人に増加している（同氏「外国人労働者問題を考える」入管協会
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『国際人流」第16号６１ページ）。

(14）調査対象150事業所のある６都府県とは，東京，大阪'，千葉，神奈川，愛知，兵庫で

ある。

(15）毎日新聞昭和63年２月１日付･

(16）日本キリスト教矯風会の「女性の家Ｈｅｌｐ」，1987年５月に結成された「カラバオの

会」（寿外国人出稼ぎ労働者と連帯する会横浜寿町），「アジアからの出稼ぎ労働者

を支える会」（大阪釜ケ崎)，「滞日アジア労働者と共に生きる会」（名古屋）などの支

援団体による活動は，今日全国的にも知られるようになった。こうした動きの中で，８８

年８月16日法務省人権擁護部内に「外国人のための人権相談所」が開設された。

(17）昭和60年度のわが匡|の匡|民１人当り国民所得は11,330ドルであり，それはフィリピン

の18.9倍，パキスタンの29.8倍，バングラディシュの75.5倍である。

(18）「人の国際化を拒否するなら，モノやカネの国際化も拒否しなければならない。日本

は外国人労働者を受け入れるか入れないかを議論している時ではない」（勝仲勲「外

国人労働者と共存の時」日本経済新聞昭和63年５月３日付）。

(19）その内容は，法務省入国管理局が発行したパンフレット『外国人労働者問題への対

応』－入管法の改正を通して－に掲載されている。

(20）同上書１０～１１ページ。

(21）同上書１２ページ。

(22）労働省職業安定局編『今後における外国人労働者受入れの方向」３８ページ。

(23）同上書39ページ。また「雇用許可制度」の詳細については，同書40ページ以降「雇用

許可制度の具体的構想」を参照されたい。

(24）両省がここで念頭に置いている国内企業のニーズとは，わが国企業の海外進出にとも

なう日本人海外派遣要員の育成のため，海外現地企業における外国人管理者育成のため，

あるいは取引業務の国際化を円滑にすすめるための外国人労働者に対する企業の根強い

ニーズにほかならない。

(25）たとえば法務省は，「国内労働市場への影響，文化的相違に由来する社会的影響，子

弟の教育問題，社会保障，国内治安に及ぼす影響」（法務省前掲書11～12ページ）を

掲げ，労働省報告には「いずれにしても我が国経済社会の様々な領域に影響を招くも

の」（労働省研究会報告２３ページ）という認識がある。

(26）駒井洋氏は，「重要な視点を欠落させている点で共通性がある」として，「非熟練

労働力の流入の論理にたいする認識が足りないこと」，「すでに流入している外国人労

働者の現況やその置かれている状況にたいする関心がほとんど欠如していること」の２
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点を掲げ，その問題性を論じている。（駒井洋「外国人労働者に人権の視点を」毎日

新聞社『エコノミスト』昭和63年４月19日号）。

(27）法務省前掲書７ページ，労働省前掲書１９ページ。

(28）この点については，大沼保昭氏の論稿「『外国人労働者」導入論議に欠けるもの」（

『中央公論」昭和63年５月号）を参照されたい。

(29）たとえば，労働経済社『労働経済旬報』1988年４月上旬号，総合労働研究所『季刊労

・働法』147号，労働旬報社『労働法律旬報』1988年４月下旬号，日本労働組合総評議会

経済局『総評調査月報』第256号，労働調査協議会『労働調査』1988年５月号，労務行

政研究所『労政時報』第2879号，有斐閣『ジュリスト』909号，日本労働協会『日本労

働協会雑誌』1988年８月号などを参照されたい

(30）この調査は，1．外国人労働者受け入れに関する調査（対象企数5,000社，回答企業

1,132社)，２．外国人雇用企業に関する調査，３．受け入れに関する意見調査（有識

者の意見調査)，４．外国人社員の意見調査，以上４つの調査を内容としている。

(31）「外国人労働者の受け入れ問題に関する中間意見について」昭和63年９月１日発表。

(32）矢吹紀人「底辺にきしむ￣国際化'’一日本人にとってのど外国人労働者とは」（『労

働法律旬報』1988年４月下旬号３０ページ外

(33）この調査は，「外国人の入国及び在留に関する国民の意識を調査し，今後の出入国管

理行政の施策の参考とする」ことを目的とし，全国20歳以上の者10,000人を対象に実施

された。調査方法は，面接聴取であり，有効回収数は7,648人である。

(34）「読売新聞」昭和63年１月25日付，「朝日新聞」昭和63年３月８日付，「日本経済新

聞」昭和63年３月30日付などを参照。

(35）神奈川県自治総合研究センター編「地球化時代の自治体」昭和63年３月，東京都企画

審議室調査部編「世界に開かれた都市の形成へ向けて」－国際化問題研究会報告書

一昭和63年６月。

(36）神奈川県，同上書５６～59ページ。

(37）堀江湛「外国人の就業の拡大と都政への影響」（東京都前掲報告書５９ページ）。
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アメリカ移民統計と「非合法」外国人労働者

喜多克己

はじめに

アメリカ合衆国は移民によって形成された国である。これは過去においてそうであっただ

けでなく，現に「1970年代から1980年代はじめにかけて，アメリカ合衆国は絶対数において，

世界の残りの国全体を合せた移民受入数の２倍にもあたるものを合法的に入国させている」

（Briggs，1984,,1)。

もし非合法入国者を含めれば，この期間のアメリカ全人口増加分の約４割は移民が占める

という勢いである。

したがって，アメリカの人口と労働力の規模，構成にとって移民の流人が大きな影響与え

ないわけはない。

しかし，アメリカの移民統計は移民が労働市場におよぼす影響という観点からみようとす

ると，のちに検討するようにきわめて不十分である。

ところで，アメリカの移民制度の運用には多くの連邦政府機関がかかわっており，それぞ

れが各局面にかんする業務活動の結果をデータとして提供している。もちろん，このような

統計データの収集・作成は，それぞれの機関にとっては，その行政上の主要任務に付随する

副産物生産であることから，これらはつねに政府経費削減の対象とされている。

現に，移民と労働市場のかかわりについてのデータ不足が指摘されていても，その改善に

は多くの障害がある。

移民制度の運用にかかわる連邦機関のうち，もっとも重要な役割を担っているのが司法省

移民帰化局（U､S､DepartmentofJustice，［migrationandNaturalizatiollService）－

以下ＩＮＳという－である。

ＩＮＳは移民法の運用に必要な規則規定，指針を作成する権限をもっている。ＩＮＳは

また，アメリカの沿岸や国境地帯において非合法入国者を直接撤去する（ＩＮＳ国境パトロ

ール）など法規の日常的な執行および関連する行政上の規制にも責任をもっているそれら

の活動結果からＩＮＳ統計が作成され，これがＩＮＳ統計年報（StatisticalYearbookof

lNS）として毎年公表され,アメリカ移民データの主要な源泉となっている。

又，労働省および国務省も移民制度の管理，運用において特定の役割を受持っている。

労働省はアメリカ市民に家族としての結びつきを持たない移民志望者に対し労働証明書を
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発行する責任をもっている。これは国務省による移民査証の発給又は司法長官による永住権

の認可に先立って行われるものである。労働省はまた，非移民短期労働者（Ｈ－２）－移

民国籍法第101条Ｈ－２項による－について，司法長官に当該労働者の必要性にかんする

勧告を行ない労働許可書を発行する責任をもっている。これら労働証明書および労働許可書

を交付された労働者数の統計は労働省労働証明部で作成されている。

また，国務省は，あらゆる外国人訪問者および合法的移民資格を望むものに査証（visa）

を発行する責任をもっている。国務省査証局（VisaService）は移民（合法的永住外国人）

および非移民（合法的一時滞在外国人）に対する査証発行件数および査証発行拒否件数の統

計を作成している。

そのほか，厚生省（社会保障局，公衆衛生局),教育省，財務省（関税局，国税庁）なども

移民制度運用のそれぞれの局面にかかわる業務を行ない関連データを作成している。厚生省

社会保障局は外国人が就職，銀行預金口座開設のさいに必要となる社会保障書を発行する。

また，公衆衛生局は外国人に対する健康診断を実施する。教育省は外国人留学生の受入校の

認定，財務省は外国人の入国時の関税法による物品，通貨の申告，アメリカ滞在中の外国人

の税金などに関わる業務を行っている。

これまで述べてきたのは連邦政府機関の業務のなかで記録・収集された`情報から得られる

統計データについてであった。

これとは別に，統計の作成したいを目的とした統計調査の結果から得られる移民関連統計

の源泉として商務省センサス局の人口センサスをあげておかねばならない。

センサス局は１０年ごとの人口センサスにおいて「アメリカ生れ」と「外国生れ」の区別を

している（海外で生れても両親がアメリカ市民であれば「アメリカ生れ」となる）。

これによって'０年ごとに全人口中の外国生れ人口をストックでおさえることができる。

外国生れ人口について，さらに，その出生国別，入国年次別，市民権有無別，性別，年齢

別，教育程度別，職業別などの各種統計が作成公表されている。しかし，センサスが与える

「外国生れ人口」は非合法移民を含めた現実の移民人口を正確に語るものではないことに注

意が必要である。

以上，各種の移民関連統計データの所在について概観したが，これらのなかでもっとも包

括的な移民統計データを提供しているのはＩＮＳである］

そこで本稿では，ＩＮＳ統計年報の最新版（1986年度版）に収録されている移民関連統計

を中心にして，これらデータによる移民の動きと特徴を，労働市場へのインパクトを念頭に

おきながらみるとともにデータ問題にもふれておくことにしよう。

なお，あとに述べるように，1970年代のおわりころから，アメリカ議会をはじめとして多
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方面にわたって大きな論議をまきおこしてきた移民改革法案が1986年11月６日に1986移民改

革・管理法（ＩＲＣＡ）として成立した。２０年ぶりの大きな移民法改訂である。

この法改正によって各種の移民の流れに多様な影響がでてくる筈である。しかし，1986年

度（1985年10月１日～1986年９月30日）のＩＮＳ統計には，これらの影響は当然のことなが

らまだあらわれない。

１．移民（合法的永住外国人）のデータ

（１）移民の増大

移民はアメリカ合衆国に合法的に永住を許可される外国人である。アメリカの移民法によ

れば，合法的移民としてアメリカに入国できる外国人は，（イ）数的制限を受ける割当移民

(ロ）数的制限を受けない非割当移民の２つのカテゴリーに分けられている。

(イ）数的制限を受ける割当移民とは１年間に２７万人を限度として移民資格に優先順位をつ

け，それに従って配分されるもので１ケ国につき２万人を限度に割当てられている。

ここで証優先権が与えられる移民とは，アメリカ市民や永住権者の親族関係者（ただし直

近親族はつぎの非割当移民のカテゴリーに入る）および知的専門職の者，アメリカで不足し

ている熟練または非熟練労働者となっている。

(口）数的制限を受けない非割当移民とは①アメリカ合衆国市民の直近親族一これはアメ

リカ市民の家族の集合を促進するためのもので両親，配偶者，子供に限られている。②特別

移民－これは特定の聖職者，帰国永住権者である。ただし隣接する国に居住しアメリカに

通勤する永住権者はコミュター（CoImluter）として特別に扱われている。③永住に資格変更

する難民および亡命者となっている．

入国許可の手続は永住を志望する外国人が，そのときにアメリカ国内に居住しているか，

又は外部に居住しているかによって異なる。

アメリカの外部に居住する有資格の外国人は国務省から移民査証の支給をうけたうえ，ア

メリカの通関港において入国を許可される。一時的資格ですでにアメリカ国内に居住してい

る有資格の外国人はＩＮＳの地方事務所において，その資格を一時居住から永住に変更する

ことになる。

アメリカの外部からの新規到来者についての情報の源泉は移民査証（国務省査証局）であ

り，国内居住者の永住資格への変更にかんする情報は永住許可書（ＩＮＳ）である。

すでに述べたところからも知られるように，移民データについて注意を要する点は，ある

年のあいだに合法的永住を認められた移民数は，その年に実際にアメリカに入国したもので
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はないことである。

なぜならば，合法的永住に資格変更を認められる移民の大部分は資格変更が行われる年よ

り以前に非移民としてアメリカに入国している。そして，これらは合法的永住に資格変更さ

れる時点で，はじめて移民統計にあらわれるのである。この場合の多くは難民を含んでいる。

難民は永住資格を申請するためには，それ以前に1年間，合法的に居住していることが要件

とされている（1980難民法）。

こうして1986年の永住資格変更者の94％は，実際には1985年またはそれ以前に入国してい

る。

1986年度(1985.10.1～1986.9.30)には全体で601,708人の外国人が移民として認められた。

これは1920年代前半以来の高い水準である。

1981～1986の1年あたり平均の移民数は58万，同じくこの期間の年平均のアメリカ人口

1,000人あたり移民は２．４人となる。

アメリカへの移民流人が史上最高水準を示したのは1900年代の最初の10年間であって，こ

の間の年平均移民数88万，人口1,000人あたり104人であった。

1980年以降の移民の水準は，1900年代最初の１０年間のそれには及ばないものの半世紀ぶり

の高い水準となった。（表ｌ）

この傾向は人口センサスによってもたしかめることができる。

1980年センサスによればアメリカ全人口のうち外国生れの人（外国で生れたアメリカ市民

の子供を除く）は，その絶対数でも比率でも1920年以来はじめて増大に転じている。（表２）

この数字は1920年以後1970年まで10年間隔で実施される前回センサスとくらべて一貫して

減少をみてきたが，1980年においてはじめて増大に転じたのである。

ここでとくに1980センサスの数字について注意が必要である。それは，1970年代に著しく

増大をみたと思われる「非合法」移民が1980センサスでは著しく過小にとらえられていると

思われる点である。

1980センサスが実施されていた期間は「非合法」入国者の問題が全国的論争のまとになっ

ていた時期と一致したことを考えれば，ただでさえ連邦政府職員との接触を避けようとする

彼等が過小にとらえられたことは明らかである。

これらの事情から1980センサスの外国生れ人口数はもっと高い水準のものとみてよい。

ところで，あとにもふれるが，1986年の移民法改正は「非合法」入国者にかんする特赦と

合法化措置を大きな柱としている。したがって，こんご数年にわたって合法的移民数が増大

をつづけることは確かであろう。

かくして，1970年代から1980年代にかけて，アメリカは「大量移民の第４の波」（Briggs，
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1984,ｐ､７４)の渦中にあると言いうる。（１）

（１）Briggsは大量移民の第１の波が1830～60年，第２の波が1860年代半ば～1880年代半ば，

第３の波が1890～1914年，第４の波が1960～1980年の時期に生じたとしている。（Briggs,pロ

１９，２４，２５０，２５１）

表１アメリカヘの流入移民数：1820～1986年

ｌ９８６１ＮＳ統計年報より

－２８－
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表２外国生れ人口

全人口のうち比率実数
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1）各年人口センサスによる

2）StatisticalAbstractoftlleUS.，1988,ｐ､３８

（２）移民の出身国別構成の変化

1986年において，アメリカへの移民の最大の送出地域はアジア(44.6％）であった。（表３）

これは，1965年の移民法改正による人種または出生地主義にもとづく移民法上の差別の廃

止とともにはじまった傾向の継続を示している｡他方，ヨーロッパからの移民数（1986年で

全体の10.4％）は明らかな減退傾向をひきついでいる。

1970年代の終りから，アジアの国々およびラテンアメリカの国々が「大量移民の第４の

波」の主要な源泉となっている。

1980年代にはいると，アジア地域は一段とその比重を高め，総移民数の半分にせまるほど

になった。1981～86の期間に大きな移民数を示した国は，第一にメキシコ，ついでフィリピ

ン，さらにベトナム，中国（本土および台湾),韓国であった。

いまや，メキシコとフィリピンがアメリカ移民の最大の供給国になったのである。

とくに，アジア地域からの移民の急激な増大はアメリカに入国したインドシナ難民が，順

次，永住資格への変更を認められたことも大きな要因であった。

ところで，移民のうち１年間に27万という数的制限のある割当移民については，査証要求

が制限をはるかに越えている。したがって，このカテゴリーの移民総数は年によってほとん

ど変らない。移民の増加をもたらすことになっているのは数的制限をうけない非割当移民の

増大のためである。そのうち，とくにアメリカ市民の直近親族（両親，配偶者，子供）が一

貫して増大している。これは，ほぼ１０年前の1977年には112,000人であったものが，1986年
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には224,000人と倍増している。

1986年についてみると，この直近親族の62％は「アメリカ市民の配偶者」（その24％はメ

キシコからの移民）であり，また，直近親族のうち「アメリカ市民の両親」は20％で，その

うちの67％はアジアからの移民であった。（表４）

表３移民の出生地域別構成

(千人）
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表４移民の出生地域別・移民カテゴリー別人数（1986年度）
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（３）移民の性別・年齢別構成

1986年に移民として認められた602千人のうち男女別にはほぼ同数であった（男300,777,

女300,931)。

一方，年齢別構成では，アメリカ全人口のそれとくらべると20～34歳の年齢層に集中して

いる。（図ｌ）

移民人口が生産年齢層の中枢部に集中する構成をとっていることはシ移民人口のアメリカ

労働市場に与えるインパクトは大きいとみられる。

とくに，移民供給国の筆頭を占めるメキシコについてみると移民数の６割近くが男子で，

しかも20～29歳のところに集中している。

これは，のちに「配偶者よび寄せ」という形での直近親族の移民増に結びつくものと恩わ

れる゜

図１移民およびアメリカ全人口の性別・年令別構成（1986年度）
年令
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１）アメリカ全人口のデータはセンサス局人口現況報告による1986年７月１日

ＬＩＭ{の推定値

２）19861ＮＳ統計年報ｐｊＣｄ
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（４）移民の職業構成

合法的移民は移民査証を申請するさいに職業を明記するように求められる。これによって，

従来，移民にかんする職業上のデータが与えられてきた。

1986年に認められた移民総数の約40％が入国時に職業を届け出た。

しかし，知的専Iil1職従事者，またはアメリカで不足している熟練・非熟練的職業労働者な

ど，いわゆる’職業上の優先権にもとづいて入国を許可されたものは，1986年において，移

民総数約60万のうち４％弱（23,162人）にすぎない。（表５）

表５移民の職業構成（1986年度）

ｌ９８６１ＮＳ統計年報より作成

－３２－

移民
職業上の
優先権あり

職業上の
優先権なし

総数 601,708(100.0） 23,162(3.8） 578,546(96.2）

専門的・技術的職業従事者

管理的職業従事者

販売従事者

事務従事者

精密製品製造・技能工・修理作業者

組立・労務作業者

農休漁業作業者

サービス職業従事者

計

Ｊ
Ｊ
７
Ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ
ｊ
Ｊ

０
５
０
３
４
９
０
８
９

●
●
■
０
●
●
●
●
●

７
３
２
３
４
８
２
７
８
３

く
く
く
く
く
く
く
く
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４
．
９
５
６
３
２
６
２
７

０
６
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０
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５
０
４
０

１
２
２
７
７
２
６
１
１

９
？
？
？
？
ア
ワ
ウ
ワ

２
１
２
９
６
３
１
７
４

４
２
１
１
２
５
１
４
３

２

9,635

4,079

１

４

2１

337

516

722

542

9１

771

693

９
０
８

６
９
１

４
－
９

８
０
０

２
７
１

３
１
１

０
１
０
５

９
５
１
１

１
０
７
５

９
０
９
、

９
５
２
１

１
２
５
１

１７３
■

２４

４１４２１２

無 職業者

主婦

失業.退職者

学生．子供

338,801（５６．３）

83,294（１３．８）

69,424（１１．５）

1861083（３ＬＯ）

338,801

83,294

69,424

186.083

不明・報告なし 28,800（４．８） Ｌ４６９ 27.331



これら職業上の優先移民は，それぞれその職業にしたがってアメリカ労働市場に参入する

であろう。これら職業上の優先移民については，その入国がアメリカ労働者の賃金，労働条

件に不利な影響を与えるものではないことを示す労働省発行の労働証明書が必要である。

表５にみるとおり，入国時に職業を届出たもの，すなわち，1986年では，移民の40％が，

一応，移民の労働市場参入率を示すものとみられる。

しかし，入国時に主婦又は学生と記入したものも，そのなかから新しい労働市場参入者が

登場してくることは言うまでもない。

表６移民の出生fli域)３１１職業構成

うちメキシコ

66,533(100.0）

１，１１４（1.7）

８０９（1.2）

７８５（1.2）

９９１（1.5）

移民総数

専門的･技術的職業従事者

管理的職業従事者

販売従事者

事務従事者

精密製品製造・技能工・

修理作業者

組立・労務作業者

農林漁業作業者

サービス職業従事者

計

無職業者

８３４１（3.5）

4,630（1.9）

4,509（1.9）

8,456（3.5）

1,751（15.9）

９７１（8.8）

３９６（3.6）

５２８（4.8）

7,87502.6）

3,310（5.3）

1,383（2.2）

2,617（4.2）

336（3.0）’１５２７６（6.4）3,938（6.3） 3,691（5.5）

3,997（6.4）

６８４（1.1）

4,974（7.9）

28,778（46.0）

４４３（4.0）

５８（0.5）

７３１（6.6）

５２１４（47.2）

34,627（14.5）

３’798（1.6）

24,922（10.6）

104,559（43.9）

16,382（24.6）

2,278（3.4）

4,949（7.4）

30,999（46.6）

35,534((53.4）

移民総数

専門的･技術的職業従事者

管理的職業従事者

販売従事者

事務従事者

精密製品製造・技能工・

修理作業者

組立・労務作業者

農林漁業作業者

サービス職業従事者

計

21,538（8.0）

11,051（4.1）

5,276（2.0）

7,142（2.7）

(10.8）

(4.8）

（1.9）

(4.2）

２５９９（121）

1,307（6.1）

６９１（3.2）

９６３（4.5）

5,705

2,520

1,001

2,214

6,625（2.5)’1,403（２７）’５９８（２８）

12,839（４．８）

6,938（２６）

la790（5.1）

85,199（31.8）

1,380（2.6）

1,578（３０）

3,694（7.0）

19,495（37.1）

1,346（６３）

１２８（0.6）

26725（12.7）

lQ357（48.2）

無 職業者 l8aO49（68.2） 33063（６２９） 11,133（51.8）

l9861NS振一Ｉｆ秤Rより作成
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ところで，すでに述べたように「大量移民の第４の波」の時期の大きな特徴は，移民の出

身国別構成のドラマチックな変化を伴っていることであった。これは，当然，移民人口の職

業構成の変化をひきおこすことになろう。

表６は移民の出生地域別の職業構成を示したものである。（表６）

これによってみても，出生地域のヨーロッパおよび北アメリカ（カナダ）からラテンアメ

リカおよびアジアへの重心移動は，知的専門職従事者から半熟練・未熟練またはサービス的

職業従事者への比重の高い構成へ移民の職業構成の下向変化をひきおこすことになると言

ってよいであろう。

（５）移民の将来居住地の分布

到来する移民から収集された1986年の情報によると，彼等が将来の永住地として選んだト

ップの６つの州は，カリフォルニヤ，ニューヨーク，フロリダ，テキサス，ニュージャージ

ー，イリノイである。そして，これら６つの州を永住地と定めた移民は全移民の72％に達し

た。永住地がこれら６つの州に集中するという傾向は，長い間，ほとんど変りない。

とくに，カリフォルニヤは1976年以後，合法移民の最大の受入地としてあらわれており，

1986年には，この州だけで全移民の28％を受入れている。

さらに‘移民の定住地は，それぞれの川内における中心的大都市地域に集中している。ニ

ューヨーク市，ロサンゼルス，シカゴ，マイアミ，サンフランシスコなどの大都市地域がそ

れである。1986年でみると，これら５つの都市地域で総移民数の１/3をひきうけている。

合法移民の集中地域は又，「非合法」移民の集中する地域でもある。それは「非合法移民

は露見をさけるため，同じ人極的背景をもつ多くの人々がすでに定住している地域社会」を

選ぶからである。ところで，「非合法」移民のもう一つのプールは農業労務請負人が雇用す

る移動農業労働者の集団の中につくられている。これについては後で述べる。

そして，「わが国の１００万以上の人口をもつ35の都市地域について検討した結果，これら

の地域の製造業の賃金上昇率は，これらの地域の移民人口規模と逆相関した」（Briggs，ｐＤ

７７～78）という。

2．非移民（合法的一時滞在外国人）のデータ

非移民（nonimⅢigrants)は永住のためではなく，特定の一時的期間，アメリカに合法的に

入国，滞在する外国人である。量的にみて，もっとも代表的な非移民は数日から数ケ月の間，

観光査証で入国する旅行者であるといってよいが，そのほか，非移民には外国大使から外国
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人留学生に至るまで各種多様なものを含んでいる。アメリカ移民法によれば，非移民とは移

民資格を認められないその他すべてのカテゴリーの査証申請者なのである。

そして，非移民については，収入を伴う就業が許されるのは，全体のうち，数の上で，ご

く小部分である。

たとえば，1986年度にアメリカに入国した非移民総数は約1050万人（国別にみて，これの

トップが日本からの入国者で170万人，２位がイギリスの127万人）であった。その大部分

（70％）は観光目的の訪問者で，これはアメリカ国内において働くことが認められない。

このほかアメリカを通過する外国人(2.3％）も，もちろん働くことは許されない。これ以

外の非移民カテゴリーは，それぞれ当該査証の資格の範囲内において，特定の条件のもとで

のみ収入を伴う就業が認められている。

したがって，これらの就業は限定的なものであってアメリカ労働市場に全般的に影響をお

よぼすというものではない。

いま1986年度の結果について働くことが認められている非移民のカテゴリー別人数を示す

と表７のとおりである。

表７就業可能な非移民カテゴリー別人数（1986年度）

19861ＮＳ統計年報より作成

特殊技能者（Ｈ－ｌ）とは，オペラ歌手，ピアニスト，俳優など専門家としてすぐれた功

績と卓越した才能をもつ人々のことである。

訓練生（Ｈ－３）とは，工業，農業，商業，その他の分野において〆個人または団体の招

聰によりアメリカ式のビジネスにかんする知識をうる目的で入国するもので，研修に付帯す

－３５－

カテゴリー 査証記号人数

貿易家・投資家

学生

特殊技能者

短期労働者

訓練生

交換訪間者

アメリカ市民の婚約者

同系企業内転勤者

４１７
９

３０１

－
０
Ｏ２Ｌ６２

６
４
９
６
７
５

２
１
１
１
４
２

４
０
９
４
１
９

７
８
？
、
０
０

４
８
２
０
７
６

５
２

３
６

１

１
１
２
３
１
１
１

Ｅ
Ｆ
Ｈ
Ｈ
Ｈ
Ｊ
Ｋ
Ｌ

654.766



る生産活動はアメリカ人労働者の雇用機会を圧迫しない限りでのみ許されることになってい

る。

これらとは異なって，短期労働者（Ｈ－２）は長年にわたり大きな論争を生んできた非移

民労働者計画にかかわる一時的入国者である。

前に述べたようにⅢ非移民入国者の大部分は，アメリカ滞在中は収入を伴う仕事を許され

ない。しかし，短期労働者は，明らかに就業を目的として入国するのである。

すなわち，国内労働力の不足を補う外国人労働者の雇用という性格をはじめからもったも

のである。

もっともＨ－２に区分される非移民のなかも，さらに細かくみれば多様な職業のものが含

まれている。たとえば，資格の点で，１１－１ビザ又はＪ－ｌビザでは入国できない専門的，

技術的職業従事者などもここに含まれる。

しかし，Ｈ－２区分の非移民全体のなかで単一最大の職業をなすものは農業労働者である。

そして賃金・労働条件の点からみると，非農業Ｈ－２労働者は，その存在が労働市場に影

響を及ぼすというよりむしろ，彼等の賃金じたいが労働市場の状況を反映していると言われ

るのに対して，農業Ｈ－２労働者のそれは，局地的であるとは言え，農業労働市場にマイナ

スの影響を与えている。Ｈ－２労働者の入国にさいしては，アメリカ国内において同等の能

力を有する労働者がえられないということや，外国人労働者の入国がアメリカ国内における

労働者の賃金，労働条件にマイナスの影響をおよぼさないことが条件（労働省がこれらの証

明に責任をもつ）とされているにもかかわらずである。

短期農業労働者（Ｈ－２）の導入にあたっては，導入を計画する雇用主は労働者と特別な

補償契約（indelnⅡityagreemellt)を結びＩＮＳに報告書を提出することになっているが，そ

のまえに，外国人労働者が必要であることの証明を求めるグロワー（農園主）とそれの証明

に責任をもつ労働省との間には，つねにトラブルのたれがある。

ところで，非移民農業労働者計画の原型を定めたものは，現行の農業Ｈ－２計画の前身を

なす非移民ブラセロ計画（BraceroProgram)であった。

ブラセロ計画は1942年８月にアメリカ議会において作成，制定されたもので，アメリカと

メキシコの政府間協定として調印されたメキシコ人労働者計画である。

この計画は，その発端から1964年末の終了に至る22年の間〆各種の曲折と波乱に富む歴史

を展開した。1950年代の後半のピーク時には，年間50万近いブラセロ労働者が合法的ゲスト

ワーカーとして受入れられ，計画終了時までに，この計画によってアメリカの農場で働いた

メキシコ人労働者は通算500万人に達した。

表８にブラセロ計画および農業Ｈ－２計画によって入国した一時的雇用の外国人労働者数
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表８アメリカ農業の一時的雇用外国人労働者数

ＩＮＳ各年ｉｊ圃流計年報およびStatisticalAbslractoftheUS、各句訓坂より
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を示しておく。（表８）

ブラセロ労働者の性格はつぎの特徴点の要約によって明らかであろう。

①単身の男子労働者であること。

②滞在期間は雇主の必要に応じたものであること。

③仕事はきつく魅力的もなのではないこと。

④賃金と労働条件について最低限の政府管理が存すること。

⑤雇用の気に入らない労働者は国外に追放されること。

⑥雇主の気に入った労働者は来シーズンも呼ばれること。

（ＰＬ・MartinalldD.Ｓ､North，1984）

この政府管理の非移民労働者計画は，メキシコの低賃金労働プールの開発を意図した，徹

頭徹尾，アメリカの雇主本位のものであって，その実質は「合法的奴隷制」（Legalized

slavery)(L､Ｃ・ＭａｊｋａａｎｄＴ・JMajka，1982,ｐ,136)と呼ばれるにふさわしいものであった。

そして，ブラセロ計画は事実上，「ウエットバック（非合法労働者）を雇用するための公認

の募集制度以上のものではなくなった」（GarciaY・Grieg0,1983,ｐ､66）。

このブラセロ計画が，とくにアメリカ南西部の農業労働市場に与えた影響は大きく，１９５０

～1970年の間に，南西部の農業労働者の主力をなしていたメキシコ系アメリカ市民（チカノ）

は，急速に，都市労働市場に追いやられた。そして農業労働者の組合組織化活動も中断をよ

ぎなくされたのである。

ブラセロ計画は，公民権運動の高揚（1964年公民権法成立）のなかで1964年末に終結した

が，それ以後の非移民農業労働者計画は，1952移民・国籍法（公法414）によるＨ－２外国

人短期農業労働者計画によって行われるものだけとなっている（プラセロ計画は議会の特別

条例によって制定されたが，国の移民法には包含されていなかった）。

現在，農業Ｈ－２労働者の主な利用者は，フロリダ州のさとうきび栽培（英領西インド諸

島労働者を使用),メイン州の木材伐採・搬出業（カナダ人を使用），ニューヨーク・ヴァー

ジニア・その他東部諸州のりんご栽培（英領西インド諸島労働者を使用),北西部の牧羊業

（スペイン人を使用）である。そして，最近では，毎年入国許可される農業Ｈ－２労働者の

90％以上は英領西インド諸島（ジャマイカ出身者が圧倒的）からやってくる。これらの労働

者は全面的に雇主への従属を強いられており，また’雇主はそれぞれ強力な政治的圧力団体

をとおしてこれらの労働者を確保している。そして，送出国では，この労働者の選抜過程に

おいて増収賄が常態化しているという。

「農業Ｈ－２計画は，それの先行者である悪名高いブロセロ計画の不快な特徴のすべてを

ひきついでいる」（Briggs，ｐ､１０７）
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又，Ｈ－２農業労働者の雇主は，この計画が，いろいろの規制の強化によって利用しにく

くなれば，これに代るものは非合法移民であると主張している。（Briggs，ｐ､108）

これは1964年末のブラセロ計画の終了とともに非合法移民の流入が一挙に加速されたとい

う事実からも真実であろう。

このように，非移民外国人労働者計画は，一方で，アメリカ市民労働者の賃金・労働条件

に不利な影響を与えながら，他方，「非合法」移民問題とも深くからみ合って存在している。

たとえば，ブラセロ計画という政府管理の非移民労働者計画が実施されていた時代には，

非合法入国メキシコ人労働者，すなわち，リオグランデ川を渡河する「wetbacks」（水に濡

れた男）を処理する主要な手段は，彼等を合法的ブラセロ労働者に転換する－この過程を

「dryingout」（乾かす）と称する－ことによって非移民労働者計画にくみいれることで

あった。（Majkas，ｐ,156）

そして「ブラセロ計画が終末に近づき，1960年代中頃に終結すると非合法労働者の流入が

急増した。このことは，非合法入国者が以前のブラセロに取って代りつつあったことを示唆

している」（Reubens，1983,ｐ､191）。要するに「ブラセロ労働者と非合法労,働者は相互に

代役を務めた」のである（GarciaY・Griego，1983,ｐ､77)。

3．「非合法」移民（無検査入国者・ビザ不正使用者）のデータ

（１）「非合法」移民の呼び名をめぐる論議

ＩＮＳが毎年公表する統計年報には，アメリカに入国する，あるいは，アメリカ国内に居

住している「非合法」外国人（illegalaliens）の数そのものにかんする統計はない。

ＩＮＳもこれが移民データの最大の空白分野であることを自ら認めている。（19861ＮＳ

統計年報ｐｘＬＤａｔａＧａｐｓ）

「非合法」移民の規模や特性について，よるべき公式のデータが存在しないということの

前に｡まず，そのような現象をどのような言葉で呼ぶべきか，その実体をあらわす呼び名を

めぐっての論争がある。

その経緯を要約してみれば次のとおりである。（Briggs，ｐ､129）

南西部において広く使用されている呼び名にWetbacks(ウェットバック）がある。この言

葉はスペイン語の“水に濡れた男”（losmojados）の直訳だが，アメリカに密入国する者が

全部国境（リオグランデ川）を泳いで越えてくるわけではない。それにこの言葉はスラング

であり噸笑的ひびきをもっている。

メキシコ以外の国からも入国する者を含めて，非合法移民がアメリカ国民全体の問題であ
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ると認識されてくるのに伴って,illegalentrants（不法入国者)，ilIegalaliens(不法外

国人)，illegalimmigrants(不法移民)，deportablealiens（追放すべき外国人)，ｕｎ＝

documentedworkers（証明書不所持労働者）などの新語がぞくぞくあらわれた。

しかし，これらの言葉のどれもが，すべての人々に完全に受入れられているわけではない

し，アメリカ移民法に違反する人々のすべての形態を適切に表現してもいない。

たとえば，正式の証明書（ビザ）をもって合法的にアメリカに入国したが，ビザの期限が

きれても滞在している者は，不法入国者ではないし，もともと証明書を持っていないわけで

もない。

また，imigrant(移民）という言葉もこのさい適切ではない。この言葉は，もともと恒

久的に定住しようとする人を意味している。

しかし，非合法入国者のある部分，すくなくともメキシコからやってくる人々の多くはこ

のような意向をもたない。

さらに別の観点からつぎのような主張もある。すなわち，アメリカに流入してくるこれら

の労働者は貧困を耐え忍び生計の糧をうるため，もっぱら仕事を求めてやってくるのである。

これらのいかなる人々も犯罪人の汚名をきせられるべきではない。この意味から，ウェト

バックとか不法外国人（illegalaliens）というような世間一般で使用されている呼び名は

妥当ではなく，undocumentedworkers（書類不所持労働者）と呼ぶのがもっともよい。

しかも彼等の流入はアメリカ政府およびアグリビジネスによって直接，間接に助長されて

きたのであるから，これらの労働者は，アメリカへのたんなる侵入者（i[,truders)なのでは

ない（MJPfeffer，1986,ｐｐ，262,282)。

たしかに，1964年末をもってブラセロ計画が終結するのに伴って，ブラセロ労働者数と同

規模ないしこれを上回る「非合法」移民労働者の流入が生じたという事実は，アメリカ政府

の一定の政策的意図の転換をはなれては考えにくい。

「ブラセロ計画の終結とともに“国境開放，，（openborder）政策が実施された」のである。

この政策によって「証明書をもたずに国境を通過する多数の労働者が，事実上，放任され

た」「メキシコ人の継続的移動を放任するこの国境開放の維持は低賃金で管理しうる労働力

を保証する政策が行われている証拠である」（W、HFriedlaIld，1984,ｐ・’72）

アメリカの移民法に違反する人々を述べるのに使用されるこのような呼び名をめぐる論争

の背景には根深い両国の歴史的関係に由来する事情のあることも見逃せない。

すなわち，アメリカ合衆国の現在の広大な南西部の土地は，かって，メキシコの領土であ

った。この土地は，そこに住んでいたメキシコ住民とともにアメリカの領土拡張戦争の結果

としてアメリカに吸収された（メキシコ全領土のおよそ半分）という歴史的遺産がある･
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こうして「19世紀の中頃にアメリカがメキシコにおしつけた両国の国境は，今世紀の中頃

までは,アメリカで仕事を求めるメキシコ人にとって障害となるものではなかった」（Martin

andNorth，1984)。

新しく設定された国境はまさに政治的境界であって，いずれの側に住む住民の間にも自然

地理的障壁や人種のちがいは存在しなかったのである。国境をこえるいわゆる「不法」移民

を規制しようというアメリカの動きがはじまったのは1920年代であった。

国境パトロールが創設されたのちは，アメリカ国内における労働力供給にかんする配慮の

かん点から，あるときは「ウェットバック」追討作戦，またあるときは国境開放による

「非合法」移民流入の放任というように政策の大きな振幅があった。それにもかかわらず，

アメリカは基本的に，大量の過剰人口をかかえるメキシコを低賃金労働力の供給源として，

未熟練労働者主体の共通の労働市場にくみこんできた。

このような事`情のもとではい仕事を求めて国境をこえるメキシコ人労働者をたんに“侵入

者”と呼ぶことへの反発は理解しうるところであろう。

しかし，これら「非合法」移民は，アメリカ国内労働者，とりわけ熟練度の低い仕事に従

事する労働者によって，限られた雇用機会を盗むものとして敵意をもってみられている。

組織労働者も，この点にかんして，これらの国内労働者に味方してきた□

「ＡＦＬ－ＣＩＯ指導部は不法移民をアメリカの労働者に加わらせないよう精力的に闘っ

てきた」（"TheWallStreetjournar，Wednesday，０ct、15,1986）。

（２）「非合法」移民関連のデータ

移民法にもとづいて退去を強制される状態におかれている外国人は大きく２つのカテゴリ

ーに分けられる。

１つは非合法的な方法で国境をこえて入国するものである｡これらの入国者は必要な証明

書類をもっていない，したがって，入国のための検査を受けていない。ＩＮＳはこれらの入

国者を“検査なしに入国する者”（eDteredwithoutinspections：ＥＷＩｓ）と呼んでいる。

もう１つは，一定の入国地点（Portofentry)を通過して合法的に入国，滞在している。

したがって，証明書類（査証など）を持っている。しかし，ビザの期限をこえて滞在してい

たり，当該の非移民査証で許可されている以外の就労（いわゆる資格外活動）を行っている

者である。さらに虚偽の証明書類により入国，滞在している者も含めて，これらは‐ビザ不

正使用者．（visaabusers)と呼ばれる。

これらの２つのカテゴリーが「非合法」移民の２つの存在形態をなすと言ってよい。これ

ら２つはそれぞれ独自の性格をもっている｡
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まず，無検査入国者の存在は司法省ＩＮＳ国境パトロールの法執行活動にかかわり,ビザ

不正使用者の存在は国務省（海外駐在）査証担当領事官の業務にかかわる。もちろん，不正

使用者の探索．逮捕はＩＮＳが責任を負う。

そして，大まかに言えば，無検査入国者の大部分はメキシコ人であり，ビザ不正使用者の

多くはメキシコ以外の国からの入国滞在者である。

ところで，これら「非合法」外国人数を統計でとらえるとすれば，フローとしては一定期

間内に非合法的に流入する無検査入国者を主とする動態的集団としてとらえられるであろう

し，又，ストックとしては一定時点において非合法的に居住しているビザ不正使用および無

検査入国の滞留者という静態的集団としてとらえられるであろう。

ところが，アメリカに入国する，あるいはアメリカ国内に居住している「非合法」外国人

にかんする統計はＩＮＳ統計年報にはなにも存在していない。また，ＩＮＳのほかにも十分

に信頼するに足る公式の推定もないと言ってよい。

唯一，「非合法」移民に関連した統計として，ＩＮＳが移民法の執行による活動の結果作

成した移民法違反者の逮捕・国外追放にかんする業務統計がある。

しかし，この統計はＩＮＳ国境パトロールによる無検査入国者の一部の逮捕数を示すもの

であって，すでにアメリカ国内に居住しているビザ不正使用および無検査入国の滞留者をほ

とんど含まない，いわば，’非合法」移民の氷山の一角をとらえたものにすぎない。これを

もって，現存する｜非合法」移民の規模の指標とするわけにゆかないことは言うまでもない。

とくに“ビザ不正使用Ⅲ，の大部分は決して逮捕されないであろう。ＩＮＳもアメリカ国内

に居住し働いている“ビザ不正使用者”を苦労して捜し出すよりも，南西部国境に沿うて無

検査入国者を逮捕するほうが効率的であるし，成績をあげるためにはそのほうが適している

ことを昔から心得ているという。

とりあえず，ＩＮＳ統計年報によって「非合法」移民の逮捕者数のデータを示そう。

この統計数字は各報告年の間に１回以上逮捕された人となっており，同一人が’年間に２

回逮捕されれば重複計上される。逮捕延人数である。

あとでもみるように，メキシコ人の無検査入国者は逮捕されてもほとんどが任意出国とい

う形で国境をこえて送還される。

そして，これらの大部分は成功するまで再度アメリカへの入国を試みる。同一人が1年に

何回も逮捕されるのはこのためである。

しかしながら，逮捕者数が1970年代中頃から1980年代にかけて急増しているのは，明らか

に「非合法」移民数の増大を反映しているものと読んで間違いはない。

ＩＮＳは，1970年代の１０年間の逮捕者統計830万，そして，1986年の180万という数字は
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歴史的新記録であるとその業績を誇示している」（19861ＮＳ統計年報，、、xxxvi）

年次別推移をみると，逮捕者数は1964年末のブラセロ計画の終結とともに急増して現在に

至っていることが明らかである。

これは，すでに述べたとおり，同計画の終結に伴ない,これに代って「非合法」移民が急

増したこと－アメリカ政府の国境開放政策の実施を反映している。

表９「非合法｣移民の逮捕者数

逮捕者数逮捕者数 年年

1971-80…………8,321,498

１９７１……………420,126

１９７２……………５０ａ949

１９７３．.………･…655,968

1974...…………７８８１４５

１９７５……………766,600

1976...…………875,915

１９７７……………1,042215

１９７８．.……･……1,057,977

１９７９……………1,076,418

１９８０……………910,361
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1981-86…………7,560,513

１９８１･･･…………975,780

１９８２……………９７ｑ２４６

１９８３……………1,251,357

１９８４……………1,246,981

１９８５……………1,34ａ749

１９８６……………1,767,400

1961-70…………1,608,356

１９６１……..……．８８，８２３

１９６２.……･…….９２，７５８

１９６３………･…．.８８，７１２

１９６４.……･…･…８６，５Ｗ

1965……………110,371

1966……………１３８５２０

１９６７……………161,608

１９６８.……･…･…212,057

１９６９……………２８ａ５５７

１９７０……………345,353

l9861NS続計年報より
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さらにさかのぼって，1953～54の逮捕者数の急増は，アイゼンハウァー政権による「ウエ

ットバック作戦」（｣．Samora，ｌ９７Ｌｐｐ、５１～55）と称する南西部国境地帯での密入国者に

対する軍事スタイルの積極的掃討行動の結果を反映するものである。アイゼンハウァー政権

下の国境閉鎖による「ウエットバック」追放作戦（ＩＮＳ局長』．Ｍスウィング元将軍が指

揮）は，1951年の公法78の通過によって，ブラセロ計画が法的制度として恒久化したため，

アグリビジネスーグロワーの「非合法」移民労働者に対する要求が一時的にほとんどなくな

ったのをうけて行われたものであった。（Majkas，ｐ、144）。

又，1980～82年の逮捕者数の減少は，とくに当時の移民法改革論議の盛行のなかで，「非

合法」移民問題が各方面の注意をあつめていたときに1980年人口センサスが実施されたこと

に関連している。

「非合法」移民がセンサスの実施に協力すれば，ＩＮＳに密告されるのではないかという

恐れを和らげるために，センサス局の意向に沿ってＩＮＳの手入れが控えられたという事`情

があった。

又，これに加えて，1981～82年のレーガン「行革」のなかでのＩＮＳへの予算・人員削減

が，その任務執行（逮捕活動）を制約したことも影響しているという（Briggs，ｐ、１３３，

Martinez，FallIIIiⅡｅｖｏＩ．ｖ，No.LDec-Ianl984）

このように，ＩＮＳの「非合法」移民逮捕者数統計は，そのときどきの政治経済情勢を反

映した［ＮＳの逮捕活動への力のいれ方いかんによって左右されている。また，すでに述べ

たように，ＩＮＳの「非合法」移民に対する逮捕活動が，もっぱら，その国境パトロールに

よる南西部のメキシコ国境越えの無検査入国者に重点がおかれていることにも注意が必要で

ある。

このことは，1986年のＩＮＳ統計によれば，逮捕者177万人のうち，メキシコ国籍のもの

が95％，入国資格では無検査入国者が97％となっているところからも明らかであろう。

ところでＩＮＳ統計は逮捕者数とそれらの国籍および入国資格を示すだけで，「非合法」

移民のアメリカ労働市場へのインパクトを最低限示す指標となりうる逮捕者の性別，年齢，

職業などは全く分らない。

もっとも，「非合法」移民の逮捕統計といっても，ＩＮＳのこの統計は，もともと，国境

パトロールによる南西部国境での密入国者の逮捕が主流であることから，職業については

「仕事探し中」と答えるものが圧倒的であるという。（ｌ９８６１ＮＳ統計年報，ｐ,xxxvii）

ところが，ＵＣＬＡの研究チームが1972～1975にロサンゼルスで実施した実態調査（対象

者のうちメキシコ人が93％）－この調査について詳しくは後出一によれば「非合法」移

民（無検査入国者）の70％は逮捕されたことがないと答えたという。ここから．「非合法」

－４４－



移民の実数は逮捕数の数倍に達するという推定に信がおかれる(Briggs，ｐｐ，133～134)。

ＩＮＳは統計改善の試みの一つとして，1986年の逮捕外国人記録の抽出集計を行った。そ

れによると，逮捕者は56の国籍を含んでいたが，そのうち97％がメキシコ国籍で，圧倒的に

男性で，平均年齢は22.5歳であった(ｌ９８６１ＮＳ統計年報，Dxxxvi）。

まさに，ブラセロ労働者の特徴と一致していると言ってよい。

ＩＮＳ当局は，移民法に違反して逮捕された外国人は，当然，追放すべき外国人(deport-

ablealiens)であるとみている。

しかし，逮捕者に対してただちに退去が強制されるわけではない。

移民法違反の廉で逮捕された外国人（1986年度177万人）の大部分（毎年およそ95％）は

任意出国(voluntarydeparture）の手続きによってアメリカを離れることに同意している。

もっとも，これは任意出国という名の「追放」措置であることには変りない。そのほとんど

は逮捕後ただちにメキシコに送還される人々である。そして，これらのうちの多くが再びア

メリカへの入国を企てること前述したとおりである。

任意出国の外国人は出国まで身柄を拘束され，ＩＮＳ担当官がその出国をみとどける。

これらの任意出国者は，1986年度には155万人に達した。

もし，逮捕された外国人が任意出国の提議を拒否するならば，その外国人にかんするファ

イルが作成され，［ＮＳが事件の処理を管理することになる。そして，最後には，移民審判

官(lmmigrationjudge）の面前で意見聴取の機会が与えられることになり，ＩＮＳの担当官

は退去強制の根拠を書類によって立証しなければならない。しかし，ここに至る過程で当該

外国人に再度，任意出国が提議される。この段階で任意出国を受入れれば，『訴訟者名簿管

理下の要求出国』（requireddepartureunderdocketcontrol）というかたちでの「追放」

となる。任意出国の提議がなされないか，あるいは受入れなければ，最終的に退去強制

(deportion）というかたちでの「追放」となる。そして，退去強制を受けた外国人は向後５

年間アメリカへの入国を許されない。

1986年度の『訴訟者名簿管理下の要求出国」というかたちの「追放」は28千人，退去強制

というかたちの「追放」は23千人であった。ところで，ＩＮＳ統計には，上に述べてきた逮

捕，任意出国，要求出国，退去強制の特定年度についての内的関連を示すデータはない。ま

た，特定年度の要求出国や退去強制というかたちの追放が，実際にすべて，その年度内に生

じたものではないことに注意する必要がある。これは，当該外国人がこの国を離れたという

証明受取によるタイムラグのためである。

逮捕統計はこのように各種の不備やかたよりをもつとはいえ，「非合法」外国人の実態把

握の上で重要な示唆を与えるものである。
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他方，すでにアメリカに居住し働いている「非合法」外国人の数についての推定は，研究

者や政策担当者など多くの方面から，その必要性が長年力説されてきたにもかかわらず成功

していない。このような数字は既存のいずれのデータシリーズからも人手が不可能である。

たしかに，いままでに，各種の推定が多くの機関や研究者によって試みられてきた。しか

し，正確にはどんな方法で計算されたのかという段になると，いずれも納得しがたいもので

あった。

たとえば，ＩＮＳは,３２の地区事務所がそれぞれ行った推定をつみあげて，1973年現在ア

メリカに居住する「非合法」移民の規模を400～500万であるという推定を発表した。しか

し，それぞれの地区事務所長の推定基準はまちまちで統一的形式はなにも存在せず，もっと

も高い数字（800～１０００万）ともっとも低い数字(１００～200万）の中間点をとったにすぎな

いという粗末なものであった。

ところが，1974年のＩＮＳ年報は，ＩＮＳ局長（ＬＦ､チャップマン元将軍）の陳述とし

て，突如，６００～800万あるいは'０００～1200万という推定を発表した。しかしこれも，それ

らの数字の推定技術に信を置きがたいとの評価が一般的であった。

そのほか，議会でも1979年の全国雇用・失業統計委員会および'981年の移民・難民政策特

別委員会において「非合法」移民の規模をめぐる論議があり，いくつかの推定数字があけら

れているものの，いずれも統計的妥当性の疑わしいものであった。

最新のｌ９８６１ＮＳ統計年報（1987年10月公表）も「非合法」移民の問題にかんたんにふれ

ている。

これによれば，1970年代に推定報告された「非合法」居住者の数字は過大であって実際的

なものではなかったと反省したうえ，長期滞在する「非合法」住民にかんするもっとも信頼

できる推定として，1980年現在200～400万の範囲内にあったと述べている（19861ＮＳ統

計年報，Ｐ．ｘ、。いままでの推定とくらべれば大巾な下方修正である。

もっともこの数字は移民法改正が決着をみた後に公表されたものである。そのような事'情

も働いているのかも知れない。

一方，非合法的に流入・滞在する外国人について，センサス局は人口センサスおよびＣＰ

Ｓ（人口現況調査）によってストックとしての「外国生れ人口」の変動を追跡し，1980年以

降の年純増を20万人と推定している。この数字も，いままで述べてきたところからするとき

わめて低いと思われる。

しかし，1980年の「非合法」居住者数200～400万人，そして，1980年以降の「非合法」

居住者の年純増20万人という数字を前提すれは，大ざっぱにみて，1986年末の「非合法」居

住人口は320～520万と言うことになろう｡仮にこのような推定が成り立つとしても，これ
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(まあ〈まで最低限を示すものであろう。

彪大な規模の「非合法」移民がアメリカを目指してやってくる第一の理由は，なによりも

仕事にありつくためである。したがって，それのアメリカ労働市場へのインパクトは決して

みすごせないものであろう。

しかし，すでに述べたように，これらを，いくらかでも明らかにできる統計データは存在

しない。また，その全体構成が未知であることからランダムサンプルも抽出できない。

そこで，労働省の委託研究から２つの事例調査によって「非合法」移民の職業形態をみて

おく（Briggs，pul59-l61)。

表10「非合法」移民の職業分類別構成

Briggs，１９８４：Ｐ、１６０

１）収容所での逮捕者調査はD・ノース，Ｍ､ヒュースタウン「アメリカ労働市場における非

合法外国人の性格と役割：実態調査」（1976)より。

2）ロサンゼルス市調査はＵＣＬＡ研究チーム「ロサンゼルス労働市場における非合法住

民」（1979)より，
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収容所での逮捕者調査

(1974～1975年）

ﾛｻﾝｾﾞﾙｽ市での調査(1972-1975年）

計 逮捕歴jiり 逮捕歴飢

ホワイトカラー

専門的技術的職業従事者

管理的職業従事者

販売従事者

事務従事者

5.4％

６
３
１
４

●
●
●
■

１
１
１
１

10.5％

３
７
９
６

■
●
Ｑ
■

４
０
１
３

6.6％

７
８
８
３

●
●
□
■

２
０
０
２

12.1％

5.0

0.7

2.3

4.1

ブルーカ フー 55.2 73.0 79.0 70.4

技能工

生産工程作業者

非農業労働者

３
１
８

６
●
■

５
５
４

１
２
１

８
８
４

Ｃ
●
■

８
１
２

２
３
１

８
１
１

●
●
■

２
１
５

３
３
１

１
１
２

●
●
■

７
２
１

２
３
１

サービス職業従事者 20.6 １６．１ 14.2 16.9

農業労働者 1８．８ 0.4 0２ 0.5

計 1００．０ 1００．０ 1００．０ 99.9



1つは，Ｄ，ノースおよびＭ、ヒュースタウンによって1974～1975年に全国にわたって行

われた逮捕収容中の「非合法」移民793人についての調査（表注をみよ）であり，もう１つ

は，前にも一寸ふれたＵＣＬＡの研究チームによって1972～1975にロサンゼルスにおいて行

われた「非合法」移民2792人にかんする調査（表注をみよ）である。

２つの調査結果から「非合法」移民の職業分類別構成を示せば（表１０）のとおりである。

（表10）

収容所での逮捕者調査では，全体の49％，ロサンゼルス市中心部での調査では93％がメキ

シコ人であった。又，前者では農業労働者が過大にあらわれ，後者では過小にあらわれてい

るという。

表11全アメリカ雇用者の職業別配分(1977）

Briggs，1984,ｐ・’６１

，Ｍ.ニューマン，「アメリカ労働者の中のヒスパニック系の素描」，マンスリー・レバ

ー・レビュー，1978年12月および「雇用と訓練」（大統領報告）1979年（ＧＰＯ，1979）

より

－４８－

全アメリカ

雇用者

全ヒスパ

ニック系
メキシコ系 黒人

ホワイトカラー 49.9％ 31.7％ 27.2％ 35.3％

専門的技術的職業従事者

管理的職業従事者

販売従事者

事務従事者

１
７
３
８

●
■
■
■

５
０
６
７

１
１

１

４
６
７
０

●
●
●
●

７
５
３
５

６
９
０
７

■
■
●
●

５
４
３
３
１

８
８
６
１

●
●
●
■

１
４
２
６

１
１

ブルーカラー

技能工

生産工程作業者

運輸従事者

非農業労働者

33.3

１
４
８
０

●
●
●
■

３
１
３
５

１
１

46.6

７
９
１
９

０
●
●
■

３
０
４
７

１
２

49.3

０
４
６
３

●
●
巳
■

岸
０
〈
Ｕ
Ⅲ
宝
ｑ
）

□
１
、
△

37.6

０
１
２
３

●
●
■
■

９
５
５
８

１

サービス職業従事者 13.7 17.1 16.5 25.0

農業労働者 3.0 4.4 6.9 2.2

計 99.9 99.8 99.9 100.1

全 届 用者 90,546千人 3,938千人 2,335千人 9,812千人



いずれにせよ，この２つの調査によれば，「非合法」移民の職業は農業労働者，サービス

業労働者，非農業労働者などを中心に未熟練，半熟練職業従事に比重が高く，他方，ホワイ

トカラー職業従事はきわめて低くなっている。そこで，表11にアメリカの全雇用者の人種別

・職業別構成をみよう（1977年の数字をとったのは前記の２つの調査の実施時期に近いため

である）。

表１０と表１１を対比してみると，「非合法」移民の職業構成は，メキシコ系アメリカ人（チ

カノ）労働者のそれと類似している。

かくして「チカノ労働者も非合法移民も，ともに南西部５州の特定の都市，農村労働市場

に集中しているという事実は，この２つのグループが同一労`勘市場における競争者である」

(Briggs，1984,Ｐ、159)ことを示している。

このことは，たとえば，すでに２において述べたように,１９５０～1970年の間に，ブラセロ

計画によるメキシコ人非移民農業労働者の導入が南西部のチカノ農業労働者を都市労働市場

に押出す要因となったところからも首肯しうるところである。

4.1986移民法改正と「非合法」外国人労働者

（１）1986移民法改正の背景と経過

1960年代中頃からの合法移民の劇的増大（その内容はヨーロッパ系に代ってヒスパニック

やアジア系が主流を占めるという出身地域別構成の変化を伴う）と併行して，とくに，１９７０

年代にはいってメキシコからの「非合法」入国者が著しい増大を示したことを背景にしてア

メリカ人は改めて国の移民政策に厳しい目を向けはじめた。

アメリカは移民の国であるが故に，いままでも，移民政策のなんらかの変更の試みは！つ

ねに国の基本的政策にかかわるものとして大きな論争をひきおこしてきたのである。

多様な移民問題への関心がひろまるなかで，移民改革を促す立場からの次のような主張が

世論の表面にでてきたと言ってよいであろう。

すなわち「現在，アメリカ合衆国が非合法移民に対して，なんら意味のある抑止手段をも

たないという事実は，アメリカ合衆国が移民法を実施していると実際上，言明しえないこと

を，少くとも暗黙のうちに他の国の人々に知らせていることになる。この矛盾が正されるの

でなければ，合衆国は筋の通った移民政策をもっているとは言えないであろう」（Briggs，

p・’28）

議会でも移民法改正への企図は1970年代はじめに生じた。中心的問題は「非合法」移民の

問題であった。
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議会はカーター大統領が提出した非合法移民問題に対処するための立法上の提案にこたえ

て，1978年に移民・難民政策特別委員会(SelectCommissiononlmlnigrationandRefugee

Policy）の設置を決めた。同委員会は最終報告書を1981年３月１日に公表した。この報告書

は，国のいままでの移民政策が全体として無秩序であったとしたうえで，つぎのように述べ

ている。

「アメリカが移民の国であるというのは分りきった事であるとしても，もはや無制限の移

民の国ではないし，それになることができないのも自明の理である」としたうえで「合法移

民のための“正面玄関”を開けておくためには，非合法移民流入の“裏口,'は閉められねば

ならない」と結論を下した（P.ＬMartin，1987(a)）。

1981年新しく登場したレーガン政権は，この委員会の結論を検討するため司法長官を委員

長とするプロジェクトチームを作りその検討結果を発表した。

こうした経過をへてレーガン政権は1981総括的移民管理法（OmnibusImll1igrationand

ControlActofl981)を議会に提出した。

その骨子は①非合法労働者と知りながら雇入れる雇主への制裁，②1980年１月以前から非

合法に居住している外国人に対する特赦，③移民管理体制の強化④新しい外国人労働者計

画から成っていた。

このうちの外国人労働者（ゲストワーカー）計画は，実験的に２年間，年５万人の「単身

労働者」をメキシコから入国させ１年未満の労働を認めるというもので，事実上，ブラセロ

計画の復活そのものであった。この外国人労働者計画には，ヒスパニックの組織だけでなく

ＡＦＬ－ＣｌＯをはじめとする多くの団体が反対した。メキシコ側でも同様であった。メキ

シコ労働者同盟（ＣＴＭ）委員長Ｆ、ヴェラスケスは「レーガンの提案は，メキシコ人労働

者を“過度の搾取と奴隷状態に従属する現代史最大の戦略的労働予備軍”に変えようとする

ものである」と述べた。（Briggs，ｐ・’20）

これは又，メキシコ政府の見解でもあった。

こうして，レーガン政権の提出した法案は委員会どまりに終った。

その後，1982年には，議会は，上院および下院のそれぞれ移民小委員会の委員長をつとめ

るシンプソン上院議員（共和一ワイオミング州）とマゾーリ下院議員（民主一ケンタッキー

州）により起草された包括的な移民法改革法案（俗にシンプソンーマゾーリ法案という）を

移民法改革の超党派法案とするところまで進んだ。

シンプソンーマゾーリ法案は移民・難民政策特別委員会の結論に沿う内容を骨子としてい

た。

ところが，この法案は，1982,1983年とも上院は通過したものの下院は通らなかった。
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1984年になって，はじめて，上下両院をそろって通過した。しかし両院の法案は，重要な

点で内容がくいちがっていたため一本化できず，再度，審議未了になった。

上院版は下院版とくらべて，非合法移民の雇主に対する処罰がきびしく阯又，非合法入国

者に対す市民権取得条件はより限定的であった。

さらに，法案審議の過程を－そう複雑にしたのがアグリビジネスーグロワーの側からの利

害のからみであった。

とくに，多くの非合法外国人労働者の雇用に依存する南西部のグロワー（農園主）は，一

貫して，外国人労働者計画を移民改革法案にもりこむよう議員に対して強烈な働きかけを行

った。

「通常，アメリカ人が軽べつしている骨の折れる圃場仕事をよろこんで引き受けるメキシ

コ人の安定した供給なしには我々はやってゆけない」（News-Press,JulyLl986，Fortlnyers，

Florida)というのがアグリビジネスーグロワー側の共通した認識であった。

しかし他方，この外国人労働者計ilIiiについては肝公民権運動の高まりのなかで終結に追い

こまれたブラセロ計画の復活であるとの批判も根強かった。

ゲストワーカープログラムの対応については，上院と下院とでは重大な相異があった。

上院の見解は，概して，ゲストワーカープログラムの制定に批判的であって，現存のＨ－

２計画による外国人短期労働者の受入規制を緩和すれば足りるというものであった。

しかし，アグリビジネスーグロワーは，Ｈ－２計画の改革ではなく，新しいゲストワーカ

ープログラムの制定をあくまで主張した。

彼等は「ブラセロ計画の復活に強い執心を示すが，他方，非合法労働者雇用の責任は取ろ

うとしない」（W・｝１．Friedlandl984，ｐ・’65）のである。

結局，1986年夏に妥協が成立した。それは，ゲストワーカープログラムの代りに移民法

改正法案にき農業特別条項一をいれるというものである。

この特別条項とは，農業で働いていた非合法外国人労働者の市民権取得条件を一般労働者

のそれよりも大巾に緩和すること，および，農業労働者の不足が生じたときに補充労働者の

かたちで外国人労働者の入国を認めるということを内容とするものであった。

こうして，シンプソンーマゾーリ法案は新移民法-1986移民改革・管理法（ＩＲＣＡ）

として1986年11月６日に可決成立した,，

これはアメリカ移民政策に30年来の大きな修正をもたらすことになろう。

(2)新移民法の改正点と問題

では，新移民法の主要な改正点について，さらに立入ってみておこう。
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移民法改正の経過からも明らかであったように新移民法のポイントは以下の３点にある。

すなわち，

①非合法入国者を雇った雇主に対する制裁（EmployerSanctioIls）

②非合法入国者に対する一般特赦（GelleralAmnestyforUlegalAliens）

③農業に対する特別条項（SpGcialProvisiousfoTAgriculture）

第一に，雇主制裁について。この条項は，雇主が労働者を非合法入国者であることを承知

の上で雇うならば法律違反の罪を犯すことになると述べている。

1986年11月以後雇用される労働者は，すべて，合衆国において働く権利のあることを確約

する証明書を雇主に提示せねばならない。

そのうえで，雇主と労働者は，ともに，ＩＮＳＦｏｍｌ－９に署名しなければならない。

雇主はこれを所持していることによって，故意に非合法外国人労働者を雇用したものでは

ないことが確証されるのである。

しかし，雇主は何によって労働者の身元を確認するのか。偽造行為が日常化しているなか

で，労働者の身元確認を通常の証明書（出生証明書，運転免許証，社会保障カードなど）で

行ないうるものか。

それはともかくとして，このようなＩＮＳFormを持たずに外国人労働者を雇用した雇主

には累進的な罰金刑が課せられる。すなわち，最初の違反のばあいには労働者1人につき

250～2,000ドル，２回目の違反のばあい労,働者1人につき２’000～5,000ドル，３回目に

は同じく5,000～10,000ドルの罰金である

この雇主制裁条件はＡＦＬ－ＣｌＯおよび有力な事業家グループの強力な支持をえたが，

他方，ヒスパニック系の諸団体を中心に一貫して強い反対が表明された。また，多くの市民

的自由の組織の見解を代表してアメリカ公民権委員会(ｕｓ、CivilRightsColImlission）も

雇主制裁条項の制定に反対した（Briggs，0171）

この条項はヒスパニック系住民の雇用に差別をもちこむことになるというのが主なる反対

理由であった。

第二に，非合法入国者に対する一般特赦について。もし移民改革によって，最終的に，非

合法移民の雇用が禁止されることになるならば，すでにアメリカ国内にいる非合法移民（過

去の一定期日までに入国していたもの）について，ある種の特赦と合法化への道がひらかれ

ることが必要であるというのが特赦条項のもとにある考えである。

一般特赦の申請者は1982年１月１日以降アメリカに継続的に居住していたこと，その間に

重罪を犯さなかったこと，および，公的扶助を受けなかったことを文書で証明しなければな

らないとされている．また，基本的な市民の資格要件として初歩的な英語能力とアメリカに
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ついての初歩的理解をもつことが必要であるとされた。

一般特赦の申請手続期間は，1987年５月５日から1988年５月４日までである。

ＩＮＳは，特赦を申請する人がＩＮＳに正式申請書類を提出するまえに，その適格性を確

認することができるようにするため，全国，約１０００の民間の団体（たとえば合衆国カソリッ

ク協議会のような）を“資格認定団体，，（ＱＤＥ）に指定した。

申請書類を提出すると一時的な居住資格（臨時就労カード）が与えられる。さらに，１２ケ

月以内に永住外国人資格または“グリーンカード，，（永住権認定の外国人登録カード）の取

得を申請することができる。また，1972年１月１日以降，アメリカに継続的に居住していた

ことを証明できる人については，即刻,永住外国人の資格が与えられる。ＩＮＳは，一般特

赦の申請者を，推定200～390万になるであろうとみている。

ところで，この特赦条項については，国の法律に違反した者に特赦を与えるのは犯罪者に

賞を与えるに等しいとして感情的に反発する向きも少なくなかった。

このような反発はさておき，いくつかの，一応の根拠をあげる反対論も根強かった。

たとえば，アメリカの非合法移民の形成要因として送出国のプッシュ要因が大きいとする

ならば，１回の特赦がさらに将来，何回もの特赦をひきおこすことになる恐れがあるという

もの，あるいは，雁大な非合法移民人口の大多数が未熟練・低教育水準の状態にあるとすれ

ば，これらの合法化は社会保障サービスを受ける広大な有資格者を，いっきょにつくり出す

ことになるだろうというものである。

他方，全国郡連合会(NationalAssociationofCounties)は２つの条件をつけて特赦条項

の支持を表明した。１つは，雇主制裁の処置が将来の非合法移民を抑制するよう厳重に実施

されること。２つは，合法化計画によって生じる追加費用について連邦政府が州および地方

政府に弁償すること，である。

ＩＮＳの推定にもかかわらず，特赦を受けることになる「非合法」外国人は予想されるほ

どの数にはならないだろうという見解もある(P．ＬMartin，１９８７(b)，ｐ、９６)。

その理由はまず，従来（とくに1970年代）の「非合法」外国人の人口数じたいが過大に推

定されていたこと，そして，特赦のための資格要件が厳密であることによるという。さらに

加えて，ＩＮＳ恒例の深夜の手入れにつねにびくびくしながら暮らしてきた「非合法」移民

にとってＩＮＳへの恐怖感がひどく強いことである。

特赦を受ける「非合法」外国人の数が予想されるほどのものでなく終れば，アグリビジネ

スーグロワーが労働力不足を根拠に，すぐつぎに述べるような新法のゲストワーカー条項を

発動させることは－そう容易になるであろう。

さいごに，農業に対する特別条項について。
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すでに述べたように，農業特別条項は，アグリビジネスーグロワーが新移民法にもりこむ

ことを強力に要求したゲストワーカー・プログラムの代替物として新移民法に含まれること

になったものである。

一言にして言えば，この特別条項は，アグリビジネスーグロワーの要求にこたえて農業労

働者の確保にかんして寛大な配慮を示したものである。

新移民法は，農業生産を生鮮商品生産と非生鮮商品生産の２つのカテゴリーに分け，生鮮

商品生産農場に雇用された労働者に対して特別の特赦計画を適用することを決めている。

1987年４月，農務省は生鮮商品のリストを発表した。これによれば，生鮮商品には，すべ

ての果実と野菜，ポテト，種苗作物や花卉のような園芸作物，ハーブ，ホップ，クリスマス

ツリー，スペインヨシ，さとうきび，たばこなど広汎な種目が含まれた。

農務省は，これらの商品はすべて“生鮮商品”である。これら商品の生産には季節農業労

働者の“不確実で予測できない，,需要があると強弁した。

一般雇用に対する非合法労働者雇用にかんする制裁条項が1987年１月１日から発動される

のに，生鮮商品生産農場の雇主については1988年１２月１日まで発動されないことになってい

る□また，生鮮商品生産に従事した農業労働者については，その市民権取得条件が一般労働

者のそれとくらべて格段に有利であった。このため，アグリビジネスーグロワーは生鮮商品

のできる限り巾広い定義の実現を議員に働きかけた。農務省もまた明らかにこの立場に立っ

ていた□

生鮮商品牛産農場にかんする特別農業労働者（ＳＡＷ）計画によれば，特赦の対象となる

非合法入国労働者は，1986年１月までに入国していればよいとされている。そして，1984,

1985,1986年のそれぞれ５月に終るいずれか1年の間に，生鮮商品生産にかんして最低90日

の季節農業労働に従事していれば特赦の対象になるとされた。継続的居住の必要もなかった。

一般特赦の申請者が1982年１月１日以降継続的に居住していたことを証明せねばならない

とされたのとくらべて，生鮮商品生産農場に雇われた非合法労働者の特赦条件はこのように

格段に寛大である。また，９０日の労働者日数についても，１日の労働日は１時間以上従事す

ればよいとされたし，この特別農業労働者計画の労働者は英語のテストを経ずにグリーンカ

ードを取得できることになっている。

そして，特赦申請書類の提出期間も1987年１月１日から1988年11月30日とされ，一般特赦

のそれとくらべて著しく有利な取扱いとなっている。ＩＮＳは，この特別農業労働者計画に

よる資格取得者を約40万人ていどと推定している（1988年１月までの特赦申請提出者は約２６

万人）。

新移民法の農業特別条項は非合法外国人農業労働者の市民権取得に対して寛大な措置（特
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別農業労働者計画）を規定しているだけではなく，さらに，農業労働者補充計画（Repleni-

shmentAgriculturalWorkerProgranl）（ＲＡＷＰ）というゲストヮーカー利用への道をひ

らいている。

これは，特別農業労働者計画によって合法化され定住資格を与えられた労働者が，その後

もひきつづき農業雇用の分野に留まる保証がないことから，生鮮商品生産分野において労働

者不足が生じたときの対応として，新しく外国人農業労働者を導入しうるとしたものである。

この農業労働者補充計画による外国人労働者の利用は，生鮮商品生産農場の非合法労働者

の特赦申請手続期間が終る1989年以降可能となる。補充労働者としての外国人農業労働者導

入の条項は，生鮮商品生産の分野において，労働力不足があることについて労働長官と農務

長官が同意すれば発動されることになっている。

しかし，アグリビジネスーグロワー側がみせかけの労働力不足状態をつくり出して外国人

労働者の導入を計るだろうことは容易に想定されるパターンである。

このさい，入国を許可される補充農業労働者の人数は，特別農業労働者計画による定住資

格取得者（推定40万人）の95％にとどめることになっている。

ブラセロ計画はこのような曲折したかたちで復活したといってよい。このような経緯から

みても，アグリビジネスーグロワーにとって，メキシコ低賃金労働者の利用がいかに不可欠

なものであるかが知られよう。

（３）新移民法の作用

新移民法が，こんごの移民の流れやかたちに多様な影響をおよぼすことになるのは明らか

であろうと思われる。もちろん，その作用は複雑かつ多面的であって，早急な予測は困難で

ある。とりあえず，以下の２つの点が指摘されている（Martin，1987(b)，ｐｐ９６～97,

Martinez，FarmlinevoLix，No.３，Marchl988）

第１は，雇主制裁の条項は，分野によって，きわめて不均等な作用をもたらすだろうとい

うことである。もともと，この条項は，国境をこえる非合法入国はとめることが不可能であ

るということを暗黙裡に前提としたうえで，新移民法に含められたものである。非合法的に

国境をこえる外国人の圧倒的部分は働くために仕事の場を求めてアメリカにやってくるので

あるから，これらの外国人を雇入れる雇主に制裁を課することによって，“労働市場の入口

で，メキシコ人「非合法」労働者の雇用機会は農業部門と都市の小規模製造業部門およびビ

ル清掃，レストランやホテルの雑役などのサービス部門に集中している。

製造業部門の大部分の雇主は，従来，それほど意にもとめずに「非合法」外国人労働者を

雇用してきたが，今では，注意ぶかくこれらの労働者を選り分けはじめているという。
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ところが，従来とも，大規模に「非合法」外国人労働者の雇用に依存してきた農業労務請

負人（FarmLaborContractors）のような雇主には，雇主制裁条項もほとんど効果はないだ

ろうという見方が一般的である。

大規模グロワーは，直接に，農業労働者を雇用してそれらに賃金を支払うというやり方ば

かりでなく，農業労務請負人に仕事を請負わせるかたちで農業労働者を調達，使用するもの

も多い。農業労務請負人は労働者の募集，輸送，就業の仲介をする法律的には，これら労

働者の雇主は労務請負人である。

労働者はこれら労務請負人のチームに入りその監督のもとで働き賃金をもらうが，その賃

金はピンはねされるのが常識である。そして，この労務請負人が雇用する労働者の大きな部

分は「非合法」外国人労働者である。たとえば，「観察者の多くは，大部分のカリフォルニ

ヤの農業労務請負人が雇用する労働者の少くとも50％は非合法労働者であるとみている」

（Martin，（b)，ｐ、９６）

1963農業労務請負人登録法が1974年に改正されて，非合法労働者であることを承知のうえ

で募集，雇用，使用した労務請負人は連邦政府の制裁をうけることになった。

ところが，1980年代中頃には，以前よりも明らかに多くの非合法労働者を雇用する労務請

負人が一層多数みられるようになっているという。

連邦政府は1976,1978年の同法改訂，さらに，１９８２移動・季節労Imll者保護法制定によっ

て労務請負人の非合法的活動を規制しようとしてきた。しかし政府のこのような企図にもか

かわらず労務請負人の活動は明らかに拡大している。従来，労働者を直接に雇用していた農

場主のなかにも，さいきんでは，労務請負人を通ずる雇用に切り替える傾向がでている。

この動きは農業センサスのデータによっても確認しうる。（表12）1974年と1982年の農業

センサス結果をくらべると，労務請負人をつうする雇用は，農場数についても支払賃金額に

ついても，直接雇用のそれよりも明らかに大きな増加率を示している。（日本統計研究所，

『統計研究参考資料No.26』「アメリカ合衆国における農業労務請負制」1986年12月をみよ｡」

新移民法の作用の第２は，雇主制裁条項や労働者特赦条項が，部分的にでも，機能してく

るならば，経営側一般の労働費（Iaborcosts)の増大は避けられないだろうということであ

る。

とくに低賃金の「非合法」労働力への依存を不可欠のものとしてきた多くのグロワーにと

って問題は深刻であろう。彼等は1980年以降，賃金の引上げをやらずにすませてきている。

それは，「非合法」労働力の豊富な供給の持続と農業労働組合活動（主としてUnitedFarm

Workers)のひきつづく低調に主として依っている。
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新移民法による雇主制裁や「非合法」労働者の合法化などが実現しはじめれば，最低賃金

'よ大巾に上昇することになりグロワーにとって労働費の増大は必至となるであろう。
表ｌ２アメリカ農業の雇用労働
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－５７－

1Ｗ４ 1982 t動[摩

全国

雇用した農場数
ノ
Ｉ

瀞ﾄﾞ篇)金（

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

直接 層 用

労務請負人を通じて雇用

０
５

弘
泌

１
９

囲
、

２５６
０

４

１２５

師
駈
側
皿

翻
四
８
１

６
７
４
６

●
Ｂ
●
の

４
肥
田
応
１

カリフォルニヤ

雇用した農場数

i;１F百;ｳﾄﾞ語
金

/
ｌ

/
Ｉ

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

直接 雇 用

労務請負人を通じて雇用

船
釦
蛆

２
３
０

■
。
｜
フ
●

１
３
１

３
１

髄１

訂
蛆
旧
叫

０
１
８
４

０
８
１

４
１

１
２
４
６

舐
躯
汎
廻
１

プロリグ

雇用した農場数
/
１

淵ﾄﾞ篇)金（

直接 属 用

労務請負人を通じて雇用

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

lＬｌｌ５

3,795

201

8０

７
０
０
１

８
１
８
０

９
６
４
２

２
５

１ ８
８
８
３

６
Ⅵ
Ｌ
Ｌ

ｌ
４
８
５
１

テキサス

雇用した農場数
ノ
１

瀞ﾄﾞ篇)金（

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

直接 雇 用

労務請負人を通じて雇用

62,065

20,948

301

4６

63,080

22,528

480

8８

６
５
５
３

●
■
④
■

１
７
９
１
５
９

果実・野菜・園芸農場

雇用した農場数
/
I

瀞ﾄﾞ語金（

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

56,919

16,172

1,470

265

２
１
１
１

４
７
■
●

訂
釦

船
囲

７
６

２

９
９
２
７

●
ｐ
●
白
，
‐
媚

０
的
Ⅶ
５
１

販売類50万ドル以上農場

雇用した農場数
/
１

瀞ﾄﾞ亮金（

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

直接雇用

労務請負人を通じて雇用

別
配
叫

９
６
７

０
２
１

１

旧２

８，あ

皿
筋
阿

２
８
５

６
３

９
２
８
０

羽
鉛
沁
帥

１
１
１
１



しかし，グロワーは労働費の増大を，そっくりそのままアグリビジネス企業に転嫁するこ

とは困難である。

もともと，アグリピジネス企業との契約下で農産物生産を行うグロワーは，農産物のコス

トとアグリビジネス企業の買上価格との板ばさみ(Cost-PriceSqueeze)という圧迫を不断に

うけているために，低賃金の「非合法」労働者の雇用を必至のものとしてきたのである。

グロワーにとって，賃金の上昇は，その分だけ利潤をきりくずされることに通じる。

これらのことからもとくにアメリカの果実・野菜部門の世界市場競争力は弱まらざるをえ

ないであろう。

そして，より労働コストの低い国々（ラテンアメリカなど）が，アメリカが失う分のマー

ケットシェアを拡げる□

参考文献

(1)Briggs,VernonM，Ｊｒ.，1984．ImmigrationPolicyandtheAmericanLaborForce・

TheJohnHopkinsUniversityPress．

(2)Friedland，Ｗｉｌ１ｉａｍＨ.，1984．“ＴｈｅＬａｂｏｒＦｏｒｃｅｉｎＵＳ、Agriculture編，Food

SecurityintheUnitedStates，eds､ｂｙＬＢｕｓｃｈａｎｄＷ．Ｂ、Lacy、WestviewPress．

(3)GarciaY,Gariego，ManueLl983・Ｔｈｅ［mportationofMexicanContractLaborers

totheUnitedStates，1942-1964:Antecedents,Operation，andLegacy，，,TheBorder

ThatJoins，eds・ｂｙＰ､ＧＢｒｏｗｎａｎｄＨ､Shue，Totowa，ＮＪ.，ＲowmanandLittlefield．

(4)ＭａｊｋａＬＣ、ａｎｄＴ．』、Majka，1982．ＦａｒｍWorkers，Agribusiness，andtheState，

TempleUniversityPress．

(5)Martin，ＰｈｉＩｉｐＬａｎｄＤａｖｉｄＳ、North，1984．“NonimligrantAliensinAmerican

Agriculture",SeasonalAgriculturalLaborMarketsintheUnitedStates，ｅｄ、by

RobertUEmersonThelowaStateUniversityPress．

(6)Martin，Ｐ．Ｌ，1987(a)．‘`ItLeavestheDoorOpentoAgriculture”，Choices，

FourthQuarterl987．

,1987（b)．California'sFarmLaborMarket，ＵＣＡＩＣＩｓｓｕｅｓＰａｐｅｒＮＯ．(7)

87-1,Ｊｕｌｙ1987.

(8)MartiDez，Doug，1984．“Agriculture'sHiddenWorkers，，，FarmlinevoLV，No.ｌ，

Dec-Janl984，ERS，ＵＳＤＡ

(9)．，1988,“EffectsoflmmigrationLawUncertain"，FarmlinevoLIX，Ｎｏ．

３，Marchl988，ERS，USDA．

－５８－



UO)Pfeffer，Ｍａｘｊ.，1986．“lmmigrationPolicyandClassRelationinCalifornia

Agriculture"，StudiesintheTransformationofU．Ｓ・Agriculture，eds、byA

EugeneHavens，ｅｔａｌ.、WestviewPress、

01)Reubens，EdwinＰ.，1983.“IIIImigrationProblem,Limited-visaPrograms，andOther

Options”

ＴｈｅＢｏＩderThatjoins，eds・ｂｙＰ．Ｇ，Brownandll、Shue，Totowa，Ｎ・肌Rowman

andLittlefield

q2)SamoraJulian,1971．LosMojados：TheWetbackStory，UniversityofNotreDame

Press・

u3IU．Ｓ、Departmentofjustice，ｌＨⅢligrationandNaturalizatiol】Service、1986

StatisticalYearbookofthelNS・October1987.

Ｍ布井敬次郎「米国における出入国及び国籍法（上・下）」昭和60年，有斐閣

－５９－



出入国管理統計による「不法」残留外国人数の推計

森博美

まえがき

昭和63年３月の法務省入国管理局の発表によれば，「出入国管理及び難民認定法」（以下

「入管法」と略称）違反の容疑で62年中に摘発された外国人は14,129人にのぼった。この数

字は一昨年と比べ人数で3,556人，率で対前年比34％の増加であった。またその内訳は，不

法残留12,792人，不法入国542人，資格外活動372人，等となっており，特に男性外国人の

増加（対前年比69.5％増）が目立っている。

なお，上記の不法残留者数12,792人はあくまでも摘発数であり，わが国に不法に残留する

外国人全体の一部を反映したものにすぎないと考えられる。そこで本稿では，出入国管理統

計ならびに外国人登録統計という二種類の業務統計を用いて，最近の外国人不法残留の実情

把握を行うとともに残留者の規模に関する推計を試みる。

1．外国人残留者数の動向

出入国管理統計は，出入国管理等の日常遂行される業務記録に基づいて作成される業務統

計である。またそれは，毎日の処理件数を月及び年計として統計の形にまとめたいわゆる動

態統計である。従って，これからある特定時点での残留外国人数といった静態量を直接求め

ることはできない。そこで以下では，一定期間をとりその間の残留数を積み上げるという方

法によりその近似的数値を推計することにした。

各個人の入国時点と出国時点の問には，当然その者の国内における滞在期間に相当するタ

イムラグが存在する。その意味では，同一月における入国者と出国者とが同一の個人である

という保証はない。しかし，出国者のわが国における滞在期間の分布を見ると，３カ月以内

の者が全体の95.3％で，１カ月以内の滞在者だけをとってみても89.1％を占めており，通常

の人出国の場合，このタイムラグは一般には比較的短いことがわかる。また，月次レベルの

データでは顕在化するこのタイムラグに起因する入国者と出国者との個人レベルでの非対応

性は，年次あるいはさらにそれ以上の長期にわたるデータでは各期の間の相殺効果によりそ

の大半の部分が吸収される。このことから，ある一定期間中にわが国に「入管法」による正

規の手続きを経て入国し残留する外国人の数は，当該期間における外国人の入国者総数と出
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国者総数の差によって近似することができる。これを以下では「外国人残留者数」と呼ぶこ

とにする。

昭和50年から62年までの外国人残留者数は全体で275,633人であり，そのうちアジア出身

者が222,999人と全体の81％を占めている。また，国別では，最も多いのがフィリピン出

身者の79,248人で，次いで台湾の59,537人，以下，アメリカ31,607人，韓国25,238人，中国

24,778人，等の順となっている（付表６の第１列参照）。

本稿末尾の付図ｌからも明らかなように，残留者が増加に転じたのは昭和54年である。そ

の後58年までは全体としても年間3,000人程度と比較的緩慢な増加にとどまっていた。しか

し，５９年以降は急激にその増加テンポが強まり，特にここ１，２年の急増ぶりには目をみは

るものがある。もっとも，各年の入，出国者の差として各年次の残留者数を算定したため，

62年の残留者数は，同年末の入国者の急増のため若干高めの数値となっている可能性がある。

しかしながら，全体としては62年も前年とほぼ同様の傾向が維持されていると見ることがで

きよう。

付図２，３は，特に残留者の多いいくつかの国についてこの間の残留者数の推移を示した

ものである。これらを見ると，５８年以来の残留者の急増は，主にフィリピンと台湾からの入

国者によって説明できる。また，６２年の新たな傾向としては，それまでの残留数が最も大き

いフィリピン及び台湾が対前年比較でそれぞれ5,000人前後もその数を減少させているのに

対し，中国からの残留者が急増している点が注目される。また，中国ほどではないにせよ，

韓国，タイ，さらにバングラディシュ，パキスタン等も昨年１年間に残留者の顕著な増加を

記録しており，特にさいごの二国からの残留者の増加率が著しい。

2．残留外国人の特`性

出入国管理統計では，出・入国外国人の性・年齢別，在留資格別の集計結果が国別に公表

されている。そこでまず，これらの結果を用いて，残留外国人についての大まかな特徴づけ

を与えておくことにする。

（１）’性・年齢別特性

付表１はⅢ特に残留者が多い６カ国について，５０年から62年の各年次の性・年齢別人・国

者の差として算出した13年間の性・年齢別残留者数の合計を示したものである。

まず残留者の性別の特徴を見ると，全体として女性の残留者数が男性のそれを大幅に上回

っていることがわかる。ちなみに［女／男］比を求めると，総数については1.91倍であるの
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に対し，アジア州では2.08倍と女性比率かさらに高くなっている点が特徴的である。特に，

韓国，フィリピンについては，この比率はそれぞれ7.27,4.03とアジア州全体の平均水準と

比べても２倍あるいはそれ以上となっている。一方，中国の場合，女性の残留者の合計が

6,039人であるのに対し男性は18,739人とその比率が他の諸国と完全に逆転している点が注

目される。

次に残留者の年齢については，男女とも15才から34才までの若年層に集中しているのが特

徴的である。ちなみに，男性では80.7％がまた女性では82.9％がこれらの年齢層によって占

められており，特に女性の場合，２０代だけで全残留者の60％に達している。ところで［女／

男］比が特に高い韓国とフィリピンの女性について，１５才から29才までの年齢層の割合を見

ると，韓国が62.2％と総数におけるそれ（73.1％）よりもむしろ低い。これに対し，フィリ

ピンの場合は，８９．３％と極めて高く，これら２つの国は年齢分布に関しては著しい差異を見

せている。なお，男女間のモード（最頻値）年齢の比較では，男性が25.3歳であるのに対し

女性の場合23.0歳と，若干ではあるが女性の方が分布の中心年齢がやや低いことがわかる。

（２）資格別特性

わが国に入国する外国人は，特例による上陸許可及び仮上陸許可の対象者を除き，付表２

に掲げた在留資格の何れかによって在留することが「入管法」第４条によって規定されてい

る。入国者は，空海港等において入国審査官から在留資格及び在留期間についての証印を受

け，入国を許可される。一方，外国人出国者についても在留中の資格に関する統計が作成さ

れている。従って，これらの統計から在留資格別の残留者数に関する一応の推計を行うこと

ができる。

付表３は，５７年!)から62年までの６年間の国別の資格別残留者数を示したものである。

これによれば，残留者数が最も多い在留資格は，観光旅行等の（4-1-4）「短期滞在」で約

１２．９万人，次いで就学等の(4-1-16-3）「特定の在留資格」の２．８万人，以下,(4-1-9）「興

行」2.2万人,(4-1-6）「留学」1.4万人，等の順となっている。

国別では，フィリピンの(4-1-9）「興行」，中国の(4-1-16-3）「特定の在留資格」での残

留数が多いのが特徴的である。特に後者については，中国側が渡航規制を緩和したこと，ま

た日本側も「留学生10万人受け入れ構想」を受けた形で，査証申請手続きを従来に比べ大幅

に簡素化したことにより，タイやマレーシア等からの入国と同様に日本語学校等へのいわゆ

る「就学」目的での入国者が急増したことによるものと考えられる（付図４，５参照）。

ところで，付表３の資格別残留者数では，今回採用した算出方法の制約から入国後の在留

資格変更許可分は考慮されていない。
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「入管法」第20条に基づき例えば昭和60年１年間にわが国に在留する外国人から新たに提

出された資格変更の申請数は15,664件で，前年からの旧受分及び「期間更新」から「資格変

更」への取扱変更分と合わせ合計18,476件が受理された。審査の結果，このうち16,849人に

関して審査の結果，在留資格の変更が許可された。

付表３の資格別残留者数は，人（出）国時に空海港等の審査窓口に提出されたＥ／Ｄカー

ドに記載された在留資格の件数から積み上げられる出入国管理統計のデータに基づいて算出

したものである。従って，在留期間中に他の在留資格への変更が発生した場合には，このよ

うにして求めた当該資格の残留者数は変更許可分だけ実際よりも過大に,また逆の場合には

過小に評価されるはずである。

現在，『年報』として公表されている出入国管理統計では，在留者の資格変更について地

方入国管理局管内別の処理件数が受理，既済件数等の処理形態別に示されているだけである。

従って，この公表結果からだけでは，内容にわたる資格変更状況については何等の情報も得

られない。

ところで，５５年以来６年ぶりにまとめられた白書『出入国管理』（61年版）には，部分的

ながら，昭和60年１年間に許可された在留資格の変更状況が，変更許可前後の在留資格一覧

表の形で公表されている（『同書』８７頁表18）。

この表から，変更が許可された16,849人についてその主な変更状況を見てみると，最も変

更許可件数が多かったのは,(4-1-4）「短期滞在」から(4-1-16-1）「日本人の配偶者」への変

更で，3,582人（変更許可総数の21.3％）であった。次いで多いのが（4-1-4）「短期滞在」

から(4-1-16-3）「特定の在留資格」への変更で2,789人（16.6％)，以下,(4-1-16-3）「特

定の在留資格」から(4-1-16-1）「日本人の配偶者」へ2,060人（12.2％)，（4-1-16-3）「特

定の在留資格」から(4-1-6）「留学」へ1,799人(10.7％)，等となっている。なお，以上の

変更分だけで変更許可件数全体の60％を超えている。

ところで、この表は，白書作成のために60年１年分の変更許可資料から特別に集計された

ものであり，現在のところこの種の表については恒常的な集計作業は行われていない。また，

この資格変更一覧表では，変更前については総変更許可件数の14.9％にあたる2,507人が，

一方，変更後の資格についても990人(5.9％）が「その他」としてそれぞれ一括表示されて

いる。この結果，多少表現形式に手を加え参考のために本稿末尾に掲げた付表５でも，多く

のセルが不明（…）表示となっている。

資格変更の許可件数は57～62年の６年間に78,067人にものぼっており，資格別残留者数の

推計にあたってはこれらの資格変更による結果数字への影響を無視することはできない。

そこで，上に述べたようないくつかの制約を持つとはいえ，以下では次のような便宜的方
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法により付表３の資格別残留者数に対して資格変更に伴う修正を試みることにした。

修正数の算定にあたっては，まず，国別の変更内容に関しての何等の情報も得られないこ

とから，国別の資格別残留者数の把握は事実上断念せざるをえなかった。また，付表４の空

白部分（…）に該当する諸資格に関しても，修正計算は同様に不可能である。従って，修正

数の算定は，変更内容に関する情報が利用可能ないくつかの在留資格に限定してそれを行っ

た。また，修正を試みた在留資格については，期間中の他の年についてのデータが存在しな

いことから，この６年間の変更許可実績が60年と同一の構造を持つと仮定してこの間の資格

別変更数を推計した。

推計の手順は，まず変更許可数の利用可能ないくつかの資格について60年についての変更

後と変更前の差から純変更許可件数を求め，同年の変更許可総数に対する比率を計算した。

このようにして求めた資格別変更率にこの間の延べ変更許可数78,067を乗じ，資格別の変更

許可数を変更推計値として算出した。推計結果は，表ｌに示した通りである。

表１資格別残留者数

60年晉格ヌ

劉資格｜騨： 片１１１尾餡

99.42〔【
山

Ｆ
』
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Ｊ

日
］
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このような修正を施すと，（4-1-4）「短期滞在」資格での残留者が約9.9万人，（4-1-6）

「留学」が3.2万人となる。また，（4-1-9）「興行」と(4-1-16-3）「特定の在留資格」での

在留者数が修正前後で逆転していることがわかる。

（注ｌ）なお，「入管法」の改正に伴い，５７年にかなり大幅な在留資格の変更が行われた。

まず従来設けられていた在留資格（4-1-3）「通過」及び(4-1-16-4）「特定の在留資

格」が廃止され，前者は（4-1-4）「短期滞在」に，また後者は(4-1-16-2）「特定の在留

資格」に吸収された｡また，（4-1-16-3）「特定の在留資格」から「研修」のための入国

ならびに「その被扶養者」がそれぞれ（4-1-6-2)，（4-1-15（6-2))として新たに分離さ

れた。さらに，同年分の結果から「一時庇護」項目が新設された。このため，今回，資

格別の残留者数を計算する際には系列の接続性を考慮してデータの採用期間を57年以降

のみに限定した。
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3．「不法」残留者数の推計

（１）「不法」残留者の範囲と推計方法

「入管法」による不法残留者とは，上陸許可時に入国審査官から証印により付与される在

留期間終了後も在留期間の更新等の所定の手続きを行うことなく在留する者をいう。しかし，

本稿では，極めて形式的に，「今回の推計の対象とした期間（50～62年）中に「入管法」に

よる正規の手続きを経て入国し，「外国人登録法」によって義務づけられた所定の登録手続

きをすることなく在留する者（図１の⑥斜線部分）」を特に「「不法」残留者」｜ＬＮとし

て規定する。従って，密入国等の不法入国による残留者（同⑧),50年以前からの残留者（同

④),さらには「人管法」の適用を受けない日米地位協定に基づく在留者（同⑦）等は，今回

の残留者数算定の対象とはならない。また，登録外国人の中でも，「登録法」により義務づ

けられた５年毎の確認行為を行わず在留する者及び資格外活動の許可を受けることなく登録

時に申告した在留資格以外の目的のために在留する未発覚の［入管法」違反者についてもそ

れ自体としては，今回推計の対象とした｜ＬＮには含まれていない。

図１は，「不法」残留者の範囲を，出入国管理統計並びに外国人登録統計との関連で示し

たものである。

ところで，わが国の「外国人登録法」は，上陸の手続きを経て90日を超えて在留する外国

人に対して60日以内に登録を行うことを義務づけている。例えば，上陸時に認められた在留

期間60日未満の者が期間更新等の手続きを行うことなく在留する場合，「登録法」とは無関

係に「入管法」の規定に従えば「不法残留」となる。その意味では図１の⑤の中にも「入管

法」による「不法残留者」が含まれうる。

このように，本稿でその推計の対象とした「不法」残留者の定義そのものは「入管法」の

規定による「不法残留者」とは異なる。しかしながらあえて「不法」残留者をこのように規

定し出入国管理統計並びに外国人登録統計によりその推計を試みたのは，次のような理由か

らである。

まず，外国人就労がいわば構造化しているアメリカや西ヨーローパ諸国等と異なり，わが

国の場合，地理的・文化的特性の故に不法残留者全体に占める不法入国による残留者（図１

の⑧）の割合はかなり小さいものと想像される。

第二に，わが国で就労を目的とした外国人の不法残留がいわゆる社会的現象として一般に

知られるようになったのは比較的最近のことである。従って'0年以上の期間をとりその間の

出入国の動態統計値から残留者を算出することによって，現在わが国に残留する外国人数を
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かなりの確度で把握することができるものと期待される。換言すれば，このことは図ｌの②

＋③＋⑤＋⑥に対して考察期間以前からの残留者④がほとんど無視しうるレベルであること

を意味する。

図ｌ「不法」残留者の範囲（50～62年）

①

④

⑤⑤ ⑦

⑧６６６６

② ③

⑨ ⑩⑩

①４９年末現在の外国人登録者

②５０～62年の出入国の手続きによらな

い登録者純増

③５０～62年の出入国による登録者純増

④４９年末日現在の非登録残留者

⑤１，２号資格在留者，在留期間90日以

内の在留許可者

⑥５０～62年の「不法」残留者

⑦日米地位協定等による在留者

⑧不法入国残留者

⑨資格外活動発覚者

⑩不法残留発覚者

⑪不法入国発覚者

(①＋②＋③）外国人登録統計による登録者

(②＋③）５０～62年の登録者純増

(③＋⑤＋⑥）出入国管理統計による残留者

(⑨＋⑩＋⑪）「人管法」違反発覚者

第三に，期間更新等の手続きをすることなく「不法残留」する者については，Ｅ／Ｄカー

ドの再集計によりその数の把握は可能であろう。しかし公表された諸統計からそれを行う場

合，上記のような定義による「不法」残留者の推計という方法をとらざるをえない。これに

ついては，わが国の「不法残留者」の中には登録時にその発覚をおそれて「登録法」による

登録期限を超えても未登録のまま在留する者がかなり含まれると考えられることが上記の推

計方法を根拠づけている。
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これらの諸事'情を考慮すれば，わが国は，このような方法で「不法」残留者を把握するこ

とによって不法残留そのものの実態にかなりの程度アプローチできるどちらかといえば特異

なケースであるといえる。

（２）「不法」残留者数の推計

ここでは，｜ＬＮを，基本的には対象期間における「残留者数」’０と同一期間中の外国

人「登録者純増数」△ＲＧとの差として導く。なお，△ＲＧは，推計対象期間の「最終年の

末日現在の登録数」ＲＧ１から「開始年の前年末日現在の登録数」ＲＧＩ,を減ずることによ

り求めた。

しかしながら，計算作業に入る前にこれらの数字を同一の統計概念レベルで比較できるよ

うにするために，まず登録統計のカバレッヂについて触れておかねばならない。

「登録法」第２条は，登録の対象となる「外国人」を「日本の国籍を有しない者のうち，

出入国管理及び難民認定法の規定による仮上陸の許可，帰港地上陸の許可，通過上陸の許可，

乗員上陸の許可，緊急上陸の許可及び遭難による上陸の許可を受けた者以外の者」と規定し

ている。これにより，特例による上陸許可者のうち上記に該当しない「（一時庇護のための

上陸許可」）者，一般の上陸手続きによる在留者，さらに出生や日本国籍離脱等上陸の手続

きをとることなく在留することになった外国人，が登録の対象者となる。

なお，上記の規定からも明らかなように，そもそも「入管法」の適用を受けない日米地位

協定によりわが国に入国し在留するアメリカの軍隊の構成員，軍属並びにそれらの家族は登

録の対象からは除外されている。また在留資格（4-1-1）「外交」及び(4-1-2）「公用」で入

国し，在留する外国人についても，それぞれ「国際慣習法」と「国際礼譲」によって登録義

務が免除れている｡

以上のような登録統計のカバレッヂに留意して，以下ではｌＬＮを次のような「（修正）

残留者」ＭｌＯと「（修正）登録純増数」ＭＲＧの差

ＩＬＮ＝ＭＩＯ－ＭＲＧ…………（１）

として推計する。なお，ＭＩＯ及びＭＲＧは，それぞれ次のような方法で算出した。

＜「（修正）残留者」ＭｌＯ，「（修正）登録純増数」ＭＲＧの計算＞

(1)日米地位協定による在留者。

いづれの統計においても対象外とされている。今回の推計においても対象外として扱って

いるため，ここではその存在は無視することにする。
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(2)外交，公用資格での残留者数ＤＯ

これに該当する者ＤＯは，登録統計では対象外とされている。従って，カバレッヂの点で

登録数と比較可能なＭｌＯを求めるためには,｜Ｏからこれらの者を控除する必要がある。

従って，ＭＩＯは，

ＭｌＯ＝ＩＯ－ＤＯ………（２）

として求められる。なお，（4-1-1）「外交」，(4-1-2）「公用」資格での残留者については，

一般の残留者の場合と同様に期間中のそれぞれの資格での入国者総数と出国者総数との差と

して計算した。

(3)出生による新規登録者数Ａ

「登録法」第３条は，出生や日本国籍離脱等上陸の手続きを経ることなくわが国に在留す

ることになった外国人に対する60日以内の登録義務を規定している。

ところで，出生に伴う新規登録者Ａは，入国の手続きを経ておらず，従って１０にはカウ

ントされていない。他方，この種の新規登録者ＡはＡＲＧの増加には寄与しており，そのま

まではｌＬＮの過小評価をもたらす。このため推計にあたっては，ＡＲＧから出生による新

規登録者Ａを控除する必要がある。

(4)日本国籍離脱による新規登録数Ｂ

これに該当する者は，日本人であったため残留者数’０には含まれていないが，対象期間

中に新規登録を行うことによりＲＧ１には追加されることになる。上記(3)と同様の理由によ

り，これについても△ＲＧからの控除が必要である。

(5)その他の理由による新規登録数Ｃ

（4-1-1）「外交」，(4-1-2）「公用」資格によって在留する者及び日米地位協定該当者から

それぞれ登録の対象となる在留資格該当者への変更に伴う新規登録がこれにあたる。これら

のうちまず前二者に属する外国人は，計算上は、Ｏとしてすでに上記ＭＩＯから控除されて

いる。一方Ⅲ後者は「入管法」による上陸の手続きを経ていないためＭｌＯにはそもそも含

まれていない。故にこれらの理由による新規登録者Ｃは上記の(3)，(4)の場合と同様に結果的

には｜ＬＮの過小評価をもたらす。このため，この種の新規登録数についても△ＲＧからの

控除が必要である。

(6)死亡による登録閉鎖数、Ｅ，Ｆ，Ｇ

「登録法」第12条は，出国者については出国時に，また死亡や日本国籍取得等出国の手続

きを経ることなく外国人でなくなった場合には14日以内に所定の届出を行うことを義務づけ

ている。この場合，区市町村の登録課では入管局等からの連絡を受け，当該外国人の登録を

閉鎖する。なお，再入国の許可を受けて出国する者及び「入管法」第61条の２の６の適用を
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受ける「難民旅行証明書」による出国者については，登録はそのまま維持される。

(6-1）５０年以前入国登録者死亡数Ｄ

これに該当する外国人は，出入国管理統計では50年以前に入国手続きを済ませているため，

本稿で規定した１０及びＭｌＯにはそもそも含まれていない。一方，登録統計では50年以前

にすでに登録手続きが行われており，従って，期首の登録数ＲＧｏにはカウントされている。

しかし50～62年の間の本人死亡による登録閉鎖のため期末の登録数ＲＧ１からは削除されて

おり，ＡＲＧはその分だけ減少する。従って，このようなカテゴリーに属する死亡数Ｄにつ

いては，｜ＬＮが過大に評価されるのを避けるためＡＲＧへの追加が必要である。

(6-2）５０年以後入国登録者死亡数Ｅ

これに該当する外国人は，期間中に残留し新規登録を行うためＭ’０にも△ＲＧにもカ

ウントされていた。しかし，死亡による登録閉鎖のため△ＲＧは減少するものの，出国手続

きを行っていないため死亡後も形式的にはＭｌＯに含まれる。その結果ｌＬＮは過大評価と

なり，この点を回避するためには，ＥをＡＲＧに加える必要がある。

(6-3）５０年以前入国非登録者死亡数Ｆ

このケースに該当する外国人は，本稿が対象としている期間以前に入国し不法に残留して

いる者で，図１の④に該当する。しかし，今回は特に算定の対象期間を50年以降に限定して

ｌＬＮの推計を試みたため，このようなカテゴリーに属する死亡数ＦはＭｌＯにもＡＲＧに

も含まれていない。従って今回の推計ではその存在を無視することができる。

(6-4）５０年以後入国非登録者死亡数Ｇ

これに属する外国人は，ＭｌＯには含まれているが，ＡＲＧには含まれていない。このよ

うな者の死亡が発生した場合，現実には全体の「不法」残留数は小さくなる。従ってこれに

ついては，｜ＬＮの過大評価を防ぐため，本来的にはＭｌＯからの控除項として扱うのが適

当である。

ところで，厚生省の「人口動態統計」には在留外国人の年間死亡数が公表されている。こ

れは外国人登録とは独立に同省の業務統計として国内に居住する外国人の全てを対象に作成

されており，その中には当然，非登録者死亡数も含まれているはずである。しかしながら，

実際には付表５の参考欄にも示されているように，この間の「人口動態統計」による外国人

死亡数は，登録統計の死亡による登録閉鎖数を恒常的に下回っている。このため今回の計算

では，便宜上Ｇ＝Ｏとして処理した。
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(7)日本国籍取得による登録閉鎖数Ｈ，｜

(7-1）５０年以前の入国外国人による日本国籍取得Ｈ

このような外国人は対象期間以前に入国手続きを済ませ，また日本国籍を取得したため出

国手続きは行っていない。従って，これらの者は’０にもＭｌＯにもカウントされていない。

一方，この件数はＲＧ１１に含まれており，国籍取得による登録閉鎖は，ＡＲＧを減少させる。

ｌＬＮの過大評価分を調整するためこのような国籍取得数Ｈについては△ＲＧに追加する必

要がある。

(7-2）５０年以後の入国外国人による日本国籍取得ｌ

これに該当する国籍取得者は，対象期間中に外国人として入国手続きを行ない，その後日

本国籍を取得したため出国手続きは行っていない。従って，このような国籍取得者｜はＭｌ

Ｏに含まれる。一方，登録統計では，外国人としての登録期間中は登録数としてカウントさ

れるが，国籍取得により登録が閉鎖された時点で登録から抹消される。その結果，ＲＧＩ，に

もＲＧ１にも，従ってＡＲＧにも含まれない。これらの理由から，ｌＬＮは過大に評価され

ることになる。これらについても同様に，△ＲＧへの追加が必要である。

(8)その他の理由による登録閉鎖数Ｊ，Ｋ

(8-1）日米地位協定該当者,（4-1-1）「外交」，（4-1-2）「公用上への在留資格変更によ

る登録閉鎖Ｊ

これらのカテゴリーに属する者は「入管法」による出国手続きを行っていないため資格変

更後もＭｌＯには含まれる。しかし登録の閉鎖に伴い△ＲＧはその件数の分だけ減少する。

従って，｜ＬＮの過大評価を防ぐため，その件数についても△ＲＧへの追加が必要である。

(8-2）再入国許可の失効による登録閉鎖Ｋ

先にも述べたように，再入国の許可による出入国の場合は，登録の閉鎖は行われず，その

限りでは登録統計と出入国管理統計の取扱の上で差異が生じる。しかし再入国許可による

出国という性格上，長期的にはこの種の出国数は再入国数とバランスするはずである。また，

再入国許可による出入国者数の間に乖離（出国超過）が発生する場合にも，それが再入国許

可の失効に関係するものについては，許可の取消し時点で登録閉鎖として登録統計から抹消

される。この意味で，失効による登録閉鎖に該当する部分Ｋは，すでにＡＲＧの中に控除項

目として含まれている。従って，ＭＲＧと△ＲＧとの比較可能性を維持するために，Ｋにつ

いては，「その他の理由による登録閉鎖数」から除外して取り扱わねばならない。

以上の点を考慮して,（修正）登録数ＭＲＧは次のように算定できる。

ＭＲＧ＝△ＲＧ－Ａ－Ｂ－Ｃ＋、＋Ｅ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ・……．.（３）
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＜「不法」残留者数ｌＬＮの計算（昭和50～62年）＞

ところで，これらの登録並びに閉鎖に関する届出処理件数については，法務省で毎年度

「新規登録・登録閉鎖件数」として業務統計の形でまとめられており，また法務省入国管理

局の編集による白書『出入国管理の回顧と展望』（昭和55年度版177頁)，及び『出入国管

理』（昭和61年度版145頁）にもその数字が公表されている。

そこで，５０年以降のこれらの実績数を用いて50年から62年までの「不法」残留者ＩＬＮ

を推計してみよう。（各数値については付表５参照）

１０＝２７５，６３３

，０＝２，７８２

Ｇ＝０

△ＲＧ＝138,460

Ａ＝ｌ５ｑ６０４

Ｂ＝３，５１１

Ｃ＝４，９６９

，＋Ｅ＝５４，２６２

Ｈ＋Ｉ＝104,387

Ｊ－５，４７６

これらの数値を(2)，(3)式にそれぞれ代入して，

ＭＩＯ＝275,633-2,782＝272,851

ＭＲＧ＝138,460-150,604-3,511-4,969＋54,262＋104,387＋5,476＝143,501

ゆえに，「不法」残留者数ｌＬＮは

ＩＬＮ＝ＭＩＯ－ＭＲＧ＝272,851-143,501-129,350

となる。

わが国に入国する外国人の中には入国後直ちに登録の申請を行うケースがあり，登録業務

を所管する市町村役場の登録課では，このような申請があった場合にも通常それを受理して

いる。しかしこの種の登録は一般的に滞在期間が90日を越えることが見込まれる者があらか

じめ登録を済ませる場合がその大半である。ＲＧｏ及びＲＧ１に含まれるこのような早期登

録者はその差の分だけ△ＲＧを拡大し，結果的にはｌＬＮの水準を引き下げることになる。

この点で，上記の推計値は，本稿で特に規定した「不法」残留者の定義に照らしても幾分過

小に評価されている。

なお，付表６には，参考のためにこの期間中の残留者数’０，外交，公用資格での残留者

数ＤＯ，さらにはこの間の登録者の純増数ＡＲＧについての国別のデータを掲げておいた。
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上述の新規登録及び登録閉鎖に伴う修正分が考慮されていないとはいえ，この表から国別の

「不法」残留者の規模についてのおおまかな把握を行うことができよう。

あとがき

本文でも指摘したように，本稿でその推計を試みたのは，あくまでもいくつかの条件の下

での「不法」残留者数に他ならない。その意味では，もちろんこの算出結果は客観的存在と

しての「不法残留者」はもとより「入管法」に規定された「不法」概念とも一致するもので

はない。また，推計の過程についても，利用可能な集計データの不足からかなり大胆な仮定

の下に作業を進めた部分もいくつか含まれている。さらには，推計にあたって基本的には暦

年データに依拠したものの，一部は年度データによらざるをえなかった。このように，統計

利用面でのデータの斉合性という点でもいくつかの問題点を含んでいるのは事実である。

このようにいくつかの点で制約を持つとはいえ，今回の算出結果は，わが国における不法

残留者の近似的推計値としても一定の意味を持つものと考えられる。
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付表１性・年齢別残留者数（50～62年計）

総数

９４，７９４

７２，４２２

１８，７３９

１５，８７０

３，０５０

１５，７４０

３，７１６

12,487

180,839

150,577

6,039

４３，６６７

２２，１８８

６３，５０８

１２，０５７

１９，１２０

30～3４

１２，５５４

１０，５６７

３，６４４

１，４６８

５７５

２，６２５

５３１

１，０９１

１７，８０１

１５，４６９

１，０２３

7,068

３，４３８

2,075

１，６４８

１，５３３

２０～2４

２６，２８１

２２，２７２

３，６９９

４，５４０

１，２５２

３，９５５

1,512

-349

68,960

58,030

３１３

１２，６１５

5,846

32,663

４，４４１

６，０６５

25～29

27,288

22,108

３，７５０

５，０９９

２，８７１

４，５７９

７１６

2,051

39,419

34,608

５４９

１０，４３２

７，２７１

１１，０９３

４，２５８

２，５８８

●
几
玉
Ｒ
Ｊ
ｎ
（
〕
１
１
Ｒ
Ｊ
．
〃
誼
庁
Ｉ
Ｒ
Ｊ
Ｒ
Ｊ

ｎ
／
］
Ｏ
』
庁
０
０
〔
、
〕
ｎ
色
Ⅱ
ｑ
△
ｎ
ｎ
Ｕ
８
４
口

｛
Ⅱ
〃
５
８
９
Ｒ
Ｊ

5～９

３，７７９

２，１４３

９３６

３６９

３３３

２７７

７０

957

3,687

2,023

８７７

４９７

３００

２７２

４８

１，０７８

１０～1４

２，９６８

２，４５２

１，０９１

－３６０

２４８

１６４

４８

３６７

２，９３３

２，２６７

１，０９２

５０７

２５７

３０９

７４

２５６

１５～1９

１０，４０４

５，１９０

１，５３０

４７５

－２０１

８６４

５３４

3,922

23,774

19,506

９１２

３，４５５

６８９

１２，９４９

８５７

１，９７１■
35～3９

３０５６

２，９１４

１，８２０

５３７

－９４８

１，５４９

１７５

４１７

７，６０８

６，５０４

５３５

３，０８６

１，５４６

１，１２１

４９２

１，０７３

４０～4４

８１２

１，１０４

１，１５２

３９２

－８３１

７２５

１１５

１３４

4,005

３，７３９

４７９

１，４８９

７１０

１，３２３

７７

４７９

45～4９

－４４５

２２９

３６７

１９２

－４３０

２５０

２９

－１８

１，７０８

１，８５３

２２１

１，０８６

５９１

２５４

１１

３２２

50～5４

－４３３

－７７

１３０

３４２

－４２

６１

－６１

３３

８１５

１，０９４

－１３

７０２

４９３

１２４

１７

８２

55～５９

－５３１

‐１１５

４５

３５１

－１７１

３３

３

－７３

７９７

１，０８９

－１１５

９９７

２５６

１５６

２１

－２５

４
８
７
９
９
６
２
５
３
８
９
５
２
５
１
１
９

６
５
３
７
１
８
１
１
８
４
７
０
３
１
５

２

－
２
－

３
一

一
一
一
１
２
４
－
１

０６ ９
７
４
８
４
２
３
２
３
５
６
２
３
３
４
３
４

６
７
１
－
６
３
１
－
２
８
２
４
１
９
７

１

１
－
２
－
２

－
刊
孔

１
１

５６

70～

－１５０

－２２７

－１６

９６

－３０４

５３

４

９５

－１５

１０

－６１

１９０

－２９９

１８９

３７

８３TＪ
「出入国管理統計年報」及び法務省入管局資料より作成･

マイナスは出国超過を示す心
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付表２在留資格一覧表

在留資格に該当する者在留資格

外交官，領事官，これらの者の随員，これらの者の家族

日本政府が承認した外国政府又は国際機関の公務を帯びる者，その家族

観光，保養，スポーツ，親族の訪問，見学，講習又は会合への参加，業務連絡そ

の他これらに類似する目的をもって，短期間本邦に滞在しようとする者（本邦に

おいて報酬を受ける活動に従事する者は除く。）

貿易，事業又は投資活動を行う者（企業の管理者や経営者）

留学生（短期大学以上の教育機関で研究を行い，又は教育を受ける者）

本邦の公私の機関により受け入れられて産業上の技術又は技能を習得しようとす

る者

学術研究機関又は教育機関で研究の指導又は教育を行う者（短期大学以上の教育

研究機関で，専任の講師助教授又は教授の職にある者）

芸術上又は学術上の活動を行おうとする者（音楽，美術，文学，科学その他の芸

術上又は科学上の高度な活動を行う者）

収入を伴う演劇，演芸，演奏，スポーツ等の興行を行う者（歌手タレント等の芸

能人，ボクサー，レスラー等のプロスポーツマン及びこれらの者のマネージャー，

裏方，付人等）

宗教上の活動を行うために外国の宗教団体から派遣された者（宗教上の活動とし

て無報酬で教育活動，医療活動を行うために所属宗教団体から派遣された者を含

む。なお，国内の宗教団体から招へいされた者は含まれない。）

外国の新聞，放送，映画，その他の報道機関の派遣員として派遣された者（国内

の報道機関から招へいされた者やフリーライターは含まれない。）

産業上の高度な又は特殊な技術又は技能を提供するために国内の公私の機関によ

り招へいされた者

熟練労働に従事する者（例えば，中華料理やフランス料理のコックや洋菓子工な

ど。なお，一般に単純労働者の入国は認められていない。）

永住しようとする者

4-1-1

4-1-2

4-1-4

4-1-5

4-1-6

4-1-6-2

4-1-7

4-1-8

4-1-9

4-1-10

4－１－１１

4-1-12

4－１－１３

4-1-14

（つづく）
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在留資格 在留資格に該当する者

の
他
出
以
語

者
，
で
日
，

偶
り
邦
の
師

配
た
本
行
医

で
し
後
施
ば
Ｊ

子
職
以
法
え
・

の
就
』
の
同
例
る

年
，
合
行
で
。
れ

成
り
場
施
子
者
ら

未
た
る
法
の
い
え

び
し
す
同
者
な
与

及
学
留
で
る
し
に

者
入
』
在
子
す
当
ど

偶
に
・
に
の
当
該
な

配
学
い
邦
者
該
に
族

の
大
な
本
る
に
格
親

者
も
れ
て
す
条
資
養

る
で
ま
し
当
以
留
扶

す
者
含
と
該
第
在
の

当
年
は
族
に
号
の
等

該
成
合
家
項
叫
他
人

に
未
場
の
６
４
く
本

で
・
う
人
第
第
者
日

ま
者
行
本
条
令
る
，

⑬
養
を
日
２
政
め
徒

ト
扶
動
く
第
年
認
生

十
被
活
子
号
羽
の
を
校

ら
る
る
は
妬
和
も
留
学

か
ゅ
す
又
１
昭
允
在
種

５
わ
属
者
第
は
し
に
各

Ｌ
い
に
偶
律
又
生
特
，

小
く
格
配
法
の
出
が
師

格
の
資
の
年
も
で
臣
教

資
も
留
人
刀
た
邦
大
校

留
い
在
本
和
し
本
務
学

在
な
の
曰
昭
生
後
法
学

１
２
３

５
６
６
６

１
１
１
１

１
１
１
１

４
４
４
４

『在留外国人統計」（62年版）（法務省入国管理局）1頁。
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付表３資格別残留者数（57～62年計）

１２

総数
外交公用

４
醐
紬

６６－２７８９１０

留学研修教授芸術興行宗教

５
》
篝

総数

アジア川

中国

台湾

韓国

フィリピン

タイ

アメリカ

207,3741,6161,468128,8513,６６５１４，０４１７，７７７３０４２，００１２１Ⅲ775787

176,488５２７５１５１１２，１５２１，６３５１０，６０８６,３４２１６５１，２４１１９，７５１１４８

１５，９５２７２９２－２，８６９１３９２，０６８２，３５６６１５８４－２，５６２－４

４２，５３００－１２５，６３３１９７３，６４４３３３５６１４８３，３１９１９

１７，２００２６４１７６１２，８４９１，１８７２，８８８６４７１８３１１５７６９９

７１，１６２４３４２５５，０８３－１３１０４５７４１２１２１８，０２４１１

１３，０２４４２２６１０，８３２８３８０１，１５７１２９４５３

１７，９８４２８８３６９１１，８４５９２０４６７１９５３７３３３６２２５６８

１６－２

特定在
留資格

２
度
術

１
高
技

１３１４

永住熟練

１６－１

日本人の
配偶者

１６－３

特定在
留資格

１１

報道
協定
永住

法126
２－６

一時
庇護

□lLIlllJIIliJi鞠';ＬｌＪ
『出入国管理統計年報』及び法務省入管局資料より作成。但し，４－１－１５「被扶養者」は，

それぞれ４－１－５，６，６－２，７，８，９，１０，１１，１２，１３号の在留資格者に加算した。また，この

表の数字には在留中の資格変更分は含まれていない。
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付表４在留資格変更許可前後の在留資格一覧（60年）

変更後の在留資格

(第４条1項）
10,12１３１４

９…

２…

協定法１２６－時
永住２－６庇護

鰈

５
｜
画
一
豹

６
｜
躯
一
繩

地
｜
薊
｜
帥

戸
Ｉ

８
｜
詑
一
焔

９

追
一
祁
一
魂

1６－１１６－２１６－３

６３４９…5556

3582…２７８９

９
’
７

４

５

６

６－２

７

８

９

１０

ｕ

ｌ２

１３

１４

１５

１６－１

１６－２

１６－３

協定

法126

庇護

W霊'111
３１１８

６２３

1６

５

4９２０５

６１１

768

234

０
０

２
０

夕起

別
の
在

9００１１８７０２０ 0７６ 634０ 0

『
『

資

15720604５７９１１７７２５１７９９４２ 1００３

『出入国管理』８７頁より作成。

なお．同書では比表示部分（…）は「その他」として一括表示されている。



付表５新規登録及び登録閉鎖件数

Ｊ１Ｈ

1８

『出入国管理の回顧と展望』（昭和55年度版)177頁，「出入国管理」（昭和61年度版)145

頁及び法務省入管局資料より作成。

ａ）：再入国不許可件数を除く。

付表６国別残留者数及び登録者数（50～62年）

（アジア各国及びアメリカ）

残留者数
(50～62年）

（１０）

外交・公用
残留者数
（ＤＯ）

（修正）
残留者数
（ＭＩＯ）

登録者
純増数
（ＡＲＧ）

総数

ァジア州

アフガニスタン

アラブ首長国連邦

ビルマ

＋

ハ_し－ン

ブ一夕ン

バングラデシュ

力ンボジア

スリラン力

275,633

222,999

１０７

１６

４０９

－１２

７

５，２４１

６８２

７３０

２
１
７
４
９
２
１
１
６
０

８
９
１
２
一

一
１
２
１

７
０
０
■

２
１

272,851

221,908

９０

－８

４１８

－１４

８

５，２５２

７０８

７２０

138,460

９８

－１２

３０９

２

－１

１，２０６

８７８

４７６

－７８－

年
度

5０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

６０

６１

６２

計

(参考）
人口動態統計
外国人死亡数

３，５９９

３，６３７

３，６２９

31805

3,901

3,831

3,938

4,033

4,０１８

４，０６５

４，１５７

４，１４７

４，１１４

50,874

新規登録

入国出生国籍離脱f0他

登録閉鎖

出国死亡国籍取得そo他a）

７
７
３
１
４
８
１
３
１
１
０
７
６

１
２
６
０
８
９
２
０
１
５
２
３
３

５
４
４
６
３
４
３
３
２
２
３
２
４

２２３

３
６
２
５

５
８
５
６

３
２
２
２

６
５
０

３
４
４

３
７
２

０
ロ
ロ

４
３
３

１
１
１

１
０
９
９
７
３

７
２
１
８
０
２

２
２
２
１
２
３

２
９
０

９
８
１

７
７
１

□
Ｐ
Ｐ
Ｓ

２
２
２

１
１
１

４１３

０９２

７
６
７
９
４
９
０

８
５
８
０
５
９
０

８
０
１
４
４
９
６

７
リ
ゥ
マ
テ
ア
●
９
９

１
２
２
１
８
７
７

１
１
１
１

３
４
０
８
１
６
９
１
８
８
４

９
９
６
６
９
６
８
３
８
９
１

９
４
２
６
０
２
２
０
５
９
６

ウ
Ｆ
０
０
Ｆ
５
０
Ｂ
０
β
■

１
３
２
２
２
７
７
７
９
０
４

６
５
５
５
６
６
６
６
６
８
９

２
７

３
４
９
１

Ｌ
２

１
４
１
１

４
０
２
０

７
６

１７４

４７４

１
２

５
８

３
３

９６２

２２３

０７１

２８２

５７３

８
８

７
７

３
６

７
４
２
４
４
０
０
４
８
３
７
８
３

５
９
０
２
８
９
２
１
０
５
２
４
１

０
２
４
３
４
１
３
８
７
２
９
１
９

Ｐ
０
０
Ｐ
０
０
０
０
０
０
Ｐ
７
日

９
５
５
７
６
８
９
７
６
９
３
１
４

１
１
１

８
１
３
７
９
８
１
５
４
７
９
４
６

７
４
５
６
７
５
５
９
５
８
５
７
６

９
８
０
９
０
０
２
２
２
２
４
２
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付図１年伏別残留者数の推移
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付図５国別・資格別残留者散の推移（２）
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付図３国別残留者散の推移（２）
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